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第１章 事業の概要 
１－１ 事業の背景及び目的 
 昨年度実施した「CLT建築物の事業性開発」事業では、4階建て以上の中層建築物における
CLT の使用がほとんど見られないという背景から、CLT 等の木質材料がデベロッパー等に採
用されるために必要な情報（①ESG 投資、SDGs、②事業スケジュール、③事業収支、④性能
に関する特徴）について調査を行い、事業報告書及びパンフレットとして取り纏めた。 
しかしながら、ESG 投資や SDGs における CLT の有効性は、建設プロジェクトにおける

木質化の方針決定を行う民間企業の経営者層あるいは環境関連事業部門及び自治体の意思決定
者等（以下、意思決定者等と示す）に十分に届いていないのが実情である。 
そこで本事業では、昨年度の事業成果等をもとにして、意思決定者等に向けて CLT 採用に

よる CO2 排出量の削減効果や技術開発、コスト等の事業性検討に必要な情報を伝える資料を
作成し、普及策を実施する。 

 
１－２ 事業概要 
以下のア）～ウ）の通り事業を実施する。 

ア）検討委員会の開催等 
学識経験者等で構成する検討委員会を設置し、事業の進め方の検討、進行管理、普及策の
検討等を行う。これまでアプローチの機会が少なかった意思決定者等に、CLT の CO2 排
出量削減への有効性や CLT の採用にあたり事業性検討に必要な情報を伝えるための普及
策と実施手法を検討する。 

イ）普及策の実施 
 講習内容の企画立案と講習資料（PPT、動画等）の作成 
 シンポジウムや講習会（WEB 配信も含む）等のイベントを実施 
 希望される企業へ伺い、直接講習を実施等 
 講習にてアンケート等によるデータ収集を行い、効果の把握と普及改善の情報を得る 

ウ）事業報告書の作成及び成果の普及 
本事業の成果を取りまとめた報告書を作成し、公表する。 
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１－３ 実施スケジュール 
 本事業は、図表 1-1 に示す事業実施計画に基づき実施する。 
 

図表 1-1 事業実施計画 

 
 
１－４ 事業の効果 
 本事業により、以下のア）～ウ）の効果を想定する。 
ア）意思決定者等に CLT 等木質材料の CO2 削減効果や事業性検討に必要な情報が認知され、

建設プロジェクトで CLT 等木質材料の採用機会が増える。 
イ）CLT の情報提供に関する仕組みが構築でき、木質化への支援体制を発展・強化することが

できる。 
ウ）建築関連企業の枠を超え、CLT 採用に関心の高い企業や機関等へ木質化を促すための情

報発信が行えるようになる。 
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１－５ 実施体制 
本事業は、図表 1-2 に示す実施体制により事業を推進していく。事業推進に当たっては、普

及策の検討を行う「検討委員会」及び、検討委員会での検討事項や情報の整理のための「検討
準備委員会」を設置し、「事務局」が委員会等全体の運営、全体調整、情報発信を行う。また、
「検討委員会」及び「コンサルタント」の役割は以下のように整理した。 
ア）検討委員会 

昨年度の成果を意思決定者等に伝えるための普及策として以下の内容を検討する。 
・普及策：「意思決定者等」の明確化、普及策の具体的な実施内容、必要な資料の検討 
・内容と登壇者：シンポジウムなどを実施する場合の内容及び登壇者、講習内容 
・告知方法：普及策の告知における具体的なコンタクト先やネットワークの検討 
・報告書のまとめ：効果の把握と普及改善策の検討 

イ）コンサルタント 
「検討委員会」で検討した普及策を具体的にどのように実行するかを検討する。（開催方法
（リモート/現地）、集客数、公演時間、講演費用（有料/無料）、運営会社の検討等） 
 

図表 1-2 事業実施体制 

 
  



6 
 

１－６ 推進組織 
委員長  青島啓太 追手門学院大学文学部人文学科 准教授 
 
委員  権藤智之 東京大学大学院工学系研究科建築学専攻 准教授 

後藤豊  チャルマーズ工科大学建築土木工学部 研究員 
小原忠  一般社団法人高知県木材協会 専務理事 
大石尚  高知県林業振興・環境部木材産業振興課 課長 
西岡敏郎 一般財団法人日本不動産研究所研究部 上席主幹 
小林道和 株式会社竹中工務店木造・木質建築推進本部 ｼﾆｱﾁｰﾌｴﾝｼﾞﾆｱ 

 
オブザーバー 大浦悠都 一般財団法人日本不動産研究所REA-Tech研究開発ｸﾞﾙｰﾌﾟ 
 
行政  日向潔美 林野庁木材産業課木材製品技術室 課長補佐 
  福島純  林野庁木材産業課木材製品技術室 課長補佐 
  巻田和丈 林野庁木材産業課木材専門官 
 
コンサルタント 田村真吾 株式会社山下 PMC 

三岡裕和 株式会社山下 PMC 
伊藤理紗 株式会社山下 PMC 
田中孝登 株式会社山下 PMC 
 

事務局  平原章雄 木構造振興株式会社常務取締役 
坂部芳平 一般社団法人日本 CLT 協会 専務理事 
河合誠  一般社団法人日本 CLT 協会 顧問 
小玉陽史 一般社団法人日本 CLT 協会業務推進部 部長 
小針千加子 一般社団法人日本 CLT 協会業務推進部 

 
１－７ 実施期間 
令和４年４月～令和５年２月 
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第２章 普及策の検討 
２－１ 普及の対象 
 本事業では、建設プロジェクトにおける木質化の方針決定を行う意思決定者等として「民間
企業の経営者層あるいは環境関連事業部門」、「自治体の意思決定者」を想定する。 
 
２－２ 普及策の検討 
「民間企業の経営者層あるいは環境関連事業部門」、「自治体の意思決定者」それぞれに対す

る普及策の検討に際しては、各委員及び企画会社へヒアリングを実施し、考えられる案を図表
2-1 普及策一覧表（案）、図表 2-2 発信内容一覧表（案）にまとめ、検討委員会にて検討の上、
実施内容を決定した。 
 第１回検討委員会での各委員の意見を受け、WEB サイトを活用するものから、オンラインと
オフラインを併用するものまで幅広く検討し、以下の２つの視点から表にまとめた。 
  １．どのように普及させるか（方法） 
  ２．どのような情報を発信するか（内容） 
それぞれの普及策の特徴、どのように効果を測定するか、スケジュール等も含めて図表 2-1

普及策一覧表（案）、図表 2-2発信内容一覧表（案）にまとめ、比較検討した。 
普及に効果的なポイントとしては、以下の 3 点があげられる。 

  １．継続して情報発信すること 
  ２．複数の普及策を連携させることで、興味関心を引くこと 
  ３．経営層、実務担当者、環境部門など、それぞれの担当者に必要な情報を多面的に発信

すること 
このことから、複数年度にまたがる全体計画を検討し、その上で今年度実施する内容を決め

ることとした。実施年度は色で表しており、水色：2022 年度、緑色：2023 年度、黄色：2024
年度に実施が望ましいと考えられる内容を示している。 
委員より「WEB での広報活動は、トライアンドエラーをすることが大切」という意見があり、

データで効果を検証しながら有効な情報発信を可能とする手法を検討した。また、同じ事例を
紹介する場合であっても、①意思決定者である経営層、②企業としての環境配慮に取り組む部
門、③実働に向けて動く担当者のそれぞれの層が興味を持つ情報を、時期をずらし、方法に変
化を持たせながら、継続して提供することが効果的だと考えた。 
 また、特に WEB を活用した普及策については、サイト構築場所やマーケット対策の検討が
必要不可欠であることから、図表 2-3「WEB 活用に際しての検討事項①（WEB サイト構築の
場所）」と図表 2-4「WEB活用に際しての検討事項②（マーケット対策）」のように対応策をま
とめた。（一社）日本 CLT 協会で既に取り組んでいるメールマガジン配信の活用など、既往情
報を有効活用する方法も含めて、委員会で効果的な組み合わせを検討した。
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図表 2-1 普及策一覧表 
 
 
 
 
 
 
  

：今年度、実施する組み合わせ（案） ：2023年度実施（案） ：2024年度実施（案）

8月 9月 10月 11月 12月 1月・2月

環境

イベント

●9月 ラグビーW杯
（フランス）
●1-4月 国際博覧会
（ブエノスアイレス）

●7-8月 パリ五輪 2025年度4-10月
●日本国際博覧会

事例紹介
（テキスト＋写真）

担当者に必要な情報提供
が可能 訪問カウント数

CLT協会に蓄積されている事例
から選定する。
新たに調査する場合は別途。

先駆者へのインタビュー
（テキスト＋写真）

担当者に必要な情報提供
が可能 訪問カウント数

昨年度のパンフをweb版
（テキスト＋写真） 経営者向けに発信 訪問カウント数

対談
（動画配信）

経営者向けに発信
木造ファンドの情報発信も可

再生回数
アンケート

メールマガジンの配信
登録キャンペーンの実施
（テキスト）

担当者に必要な情報提供
継続する必要あり
メールアドレス入手可能

登録者数
関心ある人の連絡先
リスト

CLT協会で実施中

オンライン＋オフライン 対談、公開討論会を実施し、
オンラインで同時配信。 経営者、担当者向けに発信 再生回数

アンケート

オンライン オンラインセミナー
（ライブ配信） 経営者、担当者向けに発信 参加者数

アンケート CLT協会でも過去に実施

オフライン 会場を借りてのシンポジウム 経営者、担当者向けに発信 参加者数
アンケート

経営者に向けた
社会資本整備を訴える
シンポジウムの開催

世の中の動き

　11/6-11/18
●COP27 （エジプト）

　11/21-12/18
●FIFAワールドカップ・カタール

webサイトで
消費者行動を追う

オンライン

備考2022年度 2023年度
（費用は別途）

2024年度
（費用は別途）

カテゴリ 主なコンテンツ 特長 効果測定

スケジュール

リアルタイムで
質疑できる場を提供
（費用は別途）

掲載許可取得
記事作成

掲載

配信内容、頻度
方針を決定

記事作成
告知

配信 配信 定期配信

対談者選定
内容検討 収録 編集 掲載許可

配信

構成・
レイアウト 各ページ制作 公開 → 運用

掲載事例
選定

掲載許可取得
記事作成

掲載

掲載事例
選定

テキストよりも見てもらいやすい
ショート動画を配信

対談を
webサイトへ
コンテンツ化

対談を
webサイトへ
コンテンツ化

今年度と
別テーマの対談

テーマや方法を変えながら
継続して発信

テーマや方法を変えながら
継続して発信
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図表 2-2 発信内容一覧表 

  
 
 
  

経営層 環境部門 実務担当 登壇者の例、事例など 2022年度 2023年度 2024年度

・先駆者へのインタビュー（テキスト＋写真）

・対談（動画配信）

・オンラインセミナー（ライブ配信）

・会場を借りてのシンポジウム

・事例紹介（テキスト＋写真）

・先駆者へのインタビュー（テキスト＋写真）

・対談（動画配信）

・先駆者へのインタビュー（テキスト＋写真）

・対談（動画配信）

・オンラインセミナー（ライブ配信）

・先駆者へのインタビュー（テキスト＋写真）

・対談（動画配信）

・事例紹介（テキスト＋写真）

・対談（動画配信） ★実施

・事例紹介（テキスト＋写真）

・対談（動画配信） ★実施

● ● ○ ● 利用者メリット紹介
・事業者のメリット
・エンドユーザーのメリット
・地域のメリット　等

・WEBコンテンツとしてタイムリーに情報にアクセスできるようにし
ておくことが重要 ・事例紹介（テキスト＋写真） CLT協会様の既存情報活用可

○ ○ ● ● コスト関連情報紹介 ・既存調査結果
・パンフレットの情報　等

・WEBコンテンツとしてタイムリーに情報にアクセスできるようにし
ておくことが重要 ・事例紹介（テキスト＋写真） パンフレット、CLT協会様の既存情

報活用可

○ ○ ● ● 国の支援制度紹介 ・助成金
・森林譲与税　等

・WEBコンテンツとしてタイムリーに情報にアクセスできるようにし
ておくことが重要 ・事例紹介（テキスト＋写真） CLT協会様の既存情報活用可

● ● ● ● 何でも相談窓口 ・WEBコンテンツとしてタイムリーに情報にアクセスできるようにし
ておくことが重要 ・WEB上に問合せ先掲載 ・CLT協会様の既存枠組活用可

○ ○ ● ● PPT・Ai 資料素材提供 ・パンフレットの素材
・フリー画像データ ・企画提案書の作成時等に活用可能。 ・WEB上にダウンロードページ掲載 ★実施

既にCLT協会様HPに
整理されている情報

ESG、サステナブルファイナンスにおける木の
位置づけ

・東京大学連携研究機構 不
動産イノベーション研究センター
辻田特任教授

木造建築物におけるアセットマネジメント会
社の新たな事業スキーム紹介

・事業スキームの紹介
・今後の展開など ・ケネディクス、メレディア　等

○ ● ○

○ ○

環境配慮の自治体ためのコミュニティづくり
　～スウェーデン「Wood City Sweden」の事例
より～

・取り組み、サポート内容
・支援を受けた自治体の事例
・大学や地域企業との連携

・Trästad ご担当者
・後藤先生
・CLT首長連合

・海外の取り組みの中で、日本にも検討しやすい事例紹介を
することが可能。●○

対象者

民間企業
自治体

特長・課題 考えられるやり方
（普及策）

実施時期コンテンツ

既に木質建築物に取り組んでいる
企業経営者の声

・ヒューリック 経営層
・三菱地所 経営層
・野村不動産 経営層
・三井不動産 経営層

・これから木質建築物に取り組む企業経営者にとって、一番話
を聞きたい人々。
・ただし、経営層の登壇は場づくりや、出演へのハードルが高い
ことが予想される。

● ○

・これから木質建築物に取り組む企業経営者だけでなく、実際
に事業を担当する実務担当者に対しても、必要な情報を提
供できる。
・木質建築物に取り組むと決めた後に有効な情報なため、継
続して発信する必要がある。

○ ● ●

既に木質建築物に取り組んでいる
実務担当者の取り組みと、事例紹介

※発注者、設計者、施工者それぞれの立場から多面
的に情報発信できるとよい。

・ヒューリック 担当者様
　HULIC＆New GINZA 8
・三菱地所 海老澤様
　MEC Industry
・CLTとパビリオン建築
・竹中工務店 小林様
・銘建工業 担当者様

● ● ● スマートシティ×地方創生×復興支援
の中での木質建築物について

・アクセンチュア
・白井設計、会津土建

○●
不動産投資における木質建築物の位置づ
け、動向について
※ファンドや不動産鑑定の立場から発信できるとよ
い。

・木造ファンド運営会社
・日本不動産研究所
　ご担当者様

●

内容

・各社の新規PJ紹介
・会社としての取り組みの紹介

・各社の新規PJ、取り組み紹介
・実際にやってみて苦労したところ
や、困ったところの紹介

・木造ファンドなど、不動産投資における木造の最新動向
・木質を部分採用した場合の償却期間や会計上の扱いなど

備考

①委員及びCLT首長連合中心メンバーにて
インタビューした内容を、動画形式でまとめる。
後藤先生に通訳兼司会をお願いしたい。

②首長連合の構成員のみなさまへ向けて配信。
（限定公開）

③さらに短い動画へ編集し、一般公開。

木造アパートや戸建住宅を対象として、ファン
ドを利用した事業スキームを紹介。
※テーマや方法について、西岡様にご相談させ
ていただきたい。
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図表 2-3 web活用に際しての検討事項① （web サイト構築の場所） 

 
 
 

図表 2-4 web活用に際しての検討事項② （マーケット対策） 

項目 スケジュール

既存のCLT協会HP内
につくる 数週間～

新たにドメインを取得し
立ち上げる 1ヵ月～2ヵ月

期待される効果 効果の測定方法

既存ページへの誘導・回遊
PV増、問い合わせ増 該当ページのPV数・滞在時間、問い合わせ等の動向、既存サイトへの遷移・回遊などのデータ化

・経営者向けテイストでの製作が可能
・特定の団体が普及しているように見せないつくりが可能
（キノマチウェブのように）
・「ランディングページ作成+広告展開」のように誘導しやすいサイト作りが可能
既存ページとは連携が可能

流入量に対するKGI設定（問い合わせ / 申し込み / 白書資料等の助成物DL）の達成度。
アンケートを関門にするのも有りかと。

SEO対策

データベースサービス、ターゲティングメール

リスティング広告 早期実施が可能

SNS広告 早期実施が可能

ディスプレイ広告（アドネットワーク） 早期実施が可能

DSP広告

既存メディアの活用

ウェビナー広告

すぐ 既にCLTに興味を持っている関係者であり、普及につながる可能性が非常に高い。CLT協会にて所有されている名簿等の活用
　例：メルマガ登録者リスト、DM送付先リスト

項目

早期実施が可能 ターゲットが幅広い。web広告がメインではあるが、主催側の名簿（顧客、関係先、メルマガなど）リストを活用することができる。

比較的早期の立ち上げが可能
※サポート有りの場合

見込み客の取り込みに有効、ターゲットを絞って使うことで効果が得られる
費用・運用面での負荷が大きく、実績のあるコンサル・代理店のサポート、運用を委託するケースが多く、本件ではあまりお勧めではない。

申込日から10～15営業日
※テキストメールの場合 ターゲットを絞って効果的に訴求できる

ニーズの濃いターゲットに対してアプローチができ、高品質のキーワードの即効性はきわめて高く、流入量の増大効果は大きい

複数のネットワークメディアに一斉に広告配信が可能なため、幅広い層への訴求と流入量の増加が見込める
Yahoo!系など検索・閲覧履歴などを基にしたターゲティングサービスが有効と思われる。

期待される効果　・　備考

・一般的な対応で十分ではないかと考える
・既存のCLT協会ホームページにも有効

① 企画決定、取材から約10日で初稿
② 申込月からすぐに利用（初月無料）

① ビジネスの中核を担う読者層を中心に、従来枠を超えた幅広いリーチが期待できる
② ビジネス、クリエイティブなど、感度の高い読者層にリーチできる
③ SNS連携などのサービスも行っているところがある

スケジュール

（サイト制作期間に含む）

SNSメディアによっては一定度のターゲット絞り込みを行うことができ、ユーザー同士の共有・拡散によるリーチ・効果の拡大が見込める
本件では、ターゲット（属性）の見えやすいFacebookがおすすめ
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２－３ 普及策の検討結果 
 第２回検討委員会で、普及策及び発信内容の検討を行った結果、①昨年度制作したパンフレ
ットをより普及させるための webサイト及び解説動画の制作、また民間企業及び自治体のそれ
ぞれに普及効果の高いと思われる②Wood City Sweden の事例紹介と③木造・木質構造の建築
物を対象とした新しいビジネス領域の調査を主軸とすることに決定した。 
また、各普及策が相乗効果をあげられるよう、サイトは一体的に構築するものとし、（一社）

日本 CLT 協会のホームページにリンクを貼ることや、SNS を活用した広告も同時に行うこと
で、更なる普及効果を狙う。実施する普及策の一覧を図表 2-5 に示す。またスケジュールにつ
いては図表 2-6全体スケジュールに沿って進めることとなった。 
 

図表 2-5 実施内容一覧 

 
 

No. 実施項目

1 ワークショップの開催
（Wood City SwedenとCLTで地方創生を実現する首長連合の対談等）

2
解説会の開催
（CLTで地方創生を実現する首長連合等に向け、パンフレットの内容を解説。質
疑応答により課題点等を抽出）

3 webサイトの制作

4
webサイトを更新
（No.1のワークショップの動画を公開）

Wood City Swedenの動画 5 Wood City Swedenのワークショップの動画制作

6 昨年度パンフレットの解説動画（3～5分程度）の制作

7 パンフレットの要約版を制作
（PDF・PPTデータダウンロードが可能な仕様とする）

8 メルディア・アセットマネジメント株式会社へのヒアリング
※木造・木質構造の建築物のアセットマネジメント会社

9
一般社団法人日本木造分譲住宅協会へのヒアリング
※木造住宅の発展に向け、国産材の安定コストと安定供給のための流通モデルの構築などに取り組む
団体

10 ケネディクス株式会社へのヒアリング
※木造賃貸戸建住宅のアセットマネジメント会社

11 Facebook広告
（12月上旬～１月中旬の45日間 広告掲載）

12 CLT協会・委員会委員のネットワークを用いた広告
（メルマガ、SNS等）

13 No.1，No.2のアンケート実施

14 WEBサイトアクセス数・パンフレット及びパンフレット要約版の
ダウンロード数等のカウント

昨年度パンフレットの更新 15 昨年度パンフレットの更新
（ウッド・チェンジロゴマークが商標登録されたため）

webサイト立ち上げの広告

昨年度パンフレットの解説会の開催

その他の取り組み
取り組みの効果測定

木造・木質構造の建築物を対象とした新しいビジネス領域の調査

普及策

Wood City Swedenの取り組みを紹介するワークショップの開催
※Wood City Sweden：スウェーデンにおける産官学の連携による木造建築物の振興団
体。

昨年度パンフレットをもとにしたwebサイトを制作・公開

昨年度のパンフレットの解説

webサイトに掲載する
コンテンツの制作
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図表 2-6 全体スケジュール 

 

月
週 1 6 13 20 27 4 11 18 25 1 8 15 22 29 5 12 19 26 3 10 17 24 31 7 14 21 28 5 12 19 26 2 9 16 23 30 6 13 20 27

　検討委員会

　準備委員会

　方針検討

メインページ
（テキスト＋写真）

解説動画（3～5分程度）

パンフレットを要約したパワー
ポイントデータ

木造・木質構造の建築物を対象とした
新しいビジネス領域の調査 ヒアリングを実施

講習会を開催
Trästadと首長連合の対談
　（動画収録）

講習会の様子をweb公開
（対談動画もしくはテキスト
＋写真）

アンケートの集計・取りまとめ

上記を要約し、一般公開
（対談動画もしくはテキスト
＋写真）

　事業報告書

　事業報告概要集

　発表用PPT資料

普及策

昨年度パンフレットの
web版を製作・公開

2月

　報告書
関連

6月 7月 8月

会議

9月 10月 11月 12月 1月

制作の体制づくり
webサイト全体の作り方

Wood City Sweden
の取り組み紹介

修正

修正

効果測定（DL数）

構成検討 各ページの制作
公開

効果測定（アクセス数）

確認

第１回検討委員会
6/3

第２回検討委員会
7/27

第３回検討委員会
8/30

第４回検討委員会
11/7

第５回検討委員会
2/1

普及策、発信内容の検討

主な議題
・普及する対象を検討
・普及策の方向性検討
・本事業の進め方

主な議題
・普及策と発信内容の決定
・全体スケジュールの確認
・報告書の構成について確認

主な議題
・各普及策、発信内容の詳細検討
・効果測定について確認

主な議題
・普及策、実施状況の確認

主な議題
・普及策実施の成果報告
・報告書の内容確認

修正まとめ

作成

順次 作成

作成

確認

公開

体制づくり

webサイト全体の
ワイヤーフレーム

質疑準備、インタビュー依頼

動画配信の了承

インタビュー
実施

制作 掲載許可

進め方・テーマの検討
インタビュー依頼

インタビュー
実施

委員会にて
報告

確認

構成検討 動画制作
公開

効果測定（アクセス数）

※パンフレットの説明会も合わせて実施

※アニメーションを想定

修正

修正

内容検討、収録準備

※テーマごとに、インタビューを実施した後に
web掲載について検討する。

構成検討 パワーポイント制作
公開

修正

公開

制作 掲載許可

公開※アニメーションを想定

1/26締切

2/24
締切

アンケート取りまとめ

2/24
締切修正
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２－４ Wood City Sweden の取り組み概要 
本事業における普及策の主軸として「②スウェーデンWood City Swedenの事例紹介」を設

定した。ここでは、スウェーデンにおいて木造建築の推進に取り組む団体「Wood City Sweden」
について概説する。 
 
 【Wood City Swedenの概要】 

 木造建築物に関わるコラボレーション及びコミュニティ形成のための団体。行政、
民間、学術機関の意見交換の場となり、それぞれにメリットを提供。 

 13 名の役員で構成され、ヴェステルボッテン県の長がチェアマンを務める。実務
はプロジェクトコーディネーターの Jessica Becker氏が執り行う。 

 特徴的な研修プログラムを提供するデジタルプラットフォーム「Wood First」を
立ち上げており、自治体や県を対象として、木造建築戦略やロードマップの作成、
フォローアップ等を実施。 

 自治体の他、設計事務所、コンサルタント、研究機関、施工会社等々の様々な組
織・団体により構成。 

 【Wood City Swedenの設立背景】 
 サスティナビリティへの関心の高まり等から、欧州にて木造建築が発達 
 スウェーデンでは、伝統的に戸建住宅は木造であり、工業化・ユニット化が発展 
 スウェーデン国内で、先駆けて木造建築の推進に取り組む自治体として、ヴェク

ショー市及びシェレフティオ市が挙げられ、Wood City Sweden 設立に影響 
〔ヴェクショー市〕 ：人口 9.1 万人。豊富な森林資源を有する。2020 年までに 

公共建築の 50%を木造とする施策を達成しており、現在、 
公共建築の 70～80％が木造化済み。建設時における単位 
床面積当たりの CO２排出量の上限値の導入を検討している。 

〔シェレフティオ市〕：人口 7.3 万人。豊富な森林資源がある。2014年に「Wood  
Construction Strategy」（市が開発する建物は木造化を推進） 
を採択。 

 スウェーデンでの木造建築産業の発達の背景には、政府によるプロジェクト
「Wood Construction Strategy」があり、これをきっかけとして各地の自治体で木
造建築推進の動きが開始 

 2013年に、政府からの指名を受け、ヴェステルボッテン県がその他の自治体とと
もに、木造建築の技術・知識を創出する活動を始め、これがWood City Sweden の
礎となる 
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図表 2-7 Wood City Sweden の取り組み概要（至 P.24） 
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第３章 「サスティナビリティ経営のための CLT 活用ハンドブック」WEB サイト
の制作 

３－１ メインページの構築・公開 
３－１－１ メインページの構築 
「サスティナビリティ経営のための CLT 活用ハンドブック（以下、パンフレットと示す）」

の内容を紹介するWEBサイトを制作した。以下にWEB サイトのURL 及びサイトのイメージ
を示す。 
【WEBサイトURL】：https://clta.jp/sustainability_mgmt/ 

 
図表 3-1 WEB サイトのイメージ（至 P.34） 

 

 

 

https://clta.jp/sustainability_mgmt/
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３－１－２ アクセス状況 
 WEB サイトへのアクセス状況について Google Analytics を用いて集計を行った。集計期間
と総閲覧数を以下に示す。また、WEB サイトを閲覧したユーザーの属性及び閲覧環境として、
図表 3-2 にページビュー数が多い地域、図表 3-3にページビュー数が多い国を示す。 

 
【集計期間】：2022 年 11月 16 日～2023 年 2 月 12日 
【閲覧数】：4,094回 
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図表 3-2 ページビュー数が多い地域 

 
 

図表 3-3 ページビュー数が多い国 
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３－２ 動画の制作・公開 
３－２－１ 動画の制作 
 WEBサイトの制作に併せて「CLT解説動画（4分でわかる！なぜ今、CLT！？）」及び「Wood 
City Sweden(Trästad Sverige)の取り組み」の 2 本動画を制作し、WEBサイト上で公開した。 
 「CLT解説動画（4 分でわかる！なぜ今、CLT！？）」は、パンフレットの内容を短時間でわ
かりやすく解説した動画である。以下に動画のURL 及びイメージを示す。 
【動画URL】：https://youtu.be/ojHK0PFtWrE 
 

図表 3-4 CLT 解説動画イメージ（至 P.41） 

 
 

 

https://youtu.be/ojHK0PFtWrE
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 「Wood City Sweden(Trästad Sverige)の取り組み」動画は、第 4 章で紹介する Wood City 
Sweden をゲストに迎えたワークショップ（第 2 部）の内容を収録した動画であり、木造建築
の普及をテーマにした活発な議論の様子を取り上げている。また、動画は以下の 3 本構成で制
作を行った。 
 ①Wood City Swedenの Jessica Becker 氏によるプレゼンテーション 
 ②Jessica Becker氏へのインタビュー 
 ③Jessica Becker氏及び CLT で地方創生を実現する首長連合とのディスカッション 
 以下に動画URL、図表 3-5 に動画のイメージを示す。 
 【①プレゼンテーション動画URL】 ：https://youtu.be/1MENT3RNjhk 
 【②インタビュー動画URL】  ：https://youtu.be/8vITaDnZjTY 
 【③ディスカッション動画URL】 ：https://youtu.be/83AA3hONBfY 
 
  

https://youtu.be/1MENT3RNjhk
https://youtu.be/8vITaDnZjTY
https://youtu.be/83AA3hONBfY
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図表 3-5 「Wood City Swedenの取り組み」動画イメージ（至 P.48）

 
 

 
はじめに 青島啓太先生（追手門学院大学 文学部人文学科 准教授）より 
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スウェーデンの木造建築への取り組みについて 後藤豊先生（チャルマーズ工科大学 建築土木工学科 研究
員）より 

 

 
Jessica Becker 氏（Wood City Sweden ＜Trästad Sverige＞）よりプレゼンテーション 
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Jessica Becker 氏（Wood City Sweden ＜Trästad Sverige＞）よりプレゼンテーション 
 

 
Jessica Becker 氏（Wood City Sweden ＜Trästad Sverige＞）よりプレゼンテーション 
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インタビュー～スウェーデンの取り組みに対する日本側からの質問など 
 

 
インタビュー～スウェーデンの取り組みに対する日本側からの質問など 
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ディスカッション～日本の木造建築産業の発達と CLT 利用促進により地方創生をはかるためには 
 
 

 
ディスカッション～日本の木造建築産業の発達と CLT 利用促進により地方創生をはかるためには 
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ディスカッション～日本の木造建築産業の発達と CLT 利用促進により地方創生をはかるためには 
 

 
全体の総括 青島啓太先生（追手門学院大学 文学部人文学科 准教授）より 

  



49 
 

３－２－２ 再生回数 
 Google Analytics による集計に基づき WEB サイトに掲載した各動画の再生回数の結果を以
下に示す。 

 
 1. 「CLT 解説動画（4分でわかる！なぜ今、CLT！？）」 
  【集計期間】：2022年 11月 16 日～2023 年 2月 12 日 
  【再生回数】：97回 
 2. 「Wood City Sweden(Trästad Sverige)の取り組み」  
  【集計期間】：2023年 2月 26 日～2023 年 2月 12 日 

※「Wood City Swedenの取り組み」ワークショップ開催後のWEB サイト更新日より再生
回数の計測を開始したため、集計期間が異なる 

  ①プレゼンテーション動画 
 【再生回数】：19 回 
 ②インタビュー動画 
 【再生回数】：26 回 
 ③ディスカッション動画 
 【再生回数】：24 回 
  

３－３ パンフレット要約版（PDF・PPT データ）の制作・公開 
３－３－１ パンフレット要約版（PDF・PPT データ）の制作 
 パンフレットの PDF データ及びパンフレットの内容を要約した「パンフレット要約版」の
PDF データ並びにプレゼンテーション等の資料として利用できる PowerPoint データを制作し、
WEB サイトからダウンロードできるようにした。図表 3-6,7 にWEB サイト上におけるダウン
ロードページのイメージと図表 3-8にパンフレット要約版のイメージを示す。 
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図表 3-6 パンフレットのダウンロードページ 

 
 

図表 3-7 パンフレット要約版のダウンロードページ 
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図表 3-8 パンフレット要約版 
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３－３－２ ダウンロード数 
 Google Analytics による集計に基づき WEB サイトに掲載したパンフレット及びパンフレッ
ト要約版のダウンロード数の結果を以下に示す。 
 
  【集計期間】：2022年 11月 16 日～2023 年 2月 12 日 
  【ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ数】：124 回 
  【ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ要約版ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ数】：PDF 版 68 回、PowerPoint 版 44 回 
 
３－４ WEBサイトアクセス結果詳細（日毎集計） 
 Google Analytics に基づき WEB サイトのメインページ及び各コンテンツへのアクセス状況
を日毎に集計した結果を以下に示す。 
 

図表 3-9 ページビュー数及び各コンテンツへのアクセス状況（至 P.53）
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３－５ WEBサイトの広告 
 立ち上げた WEB サイトの情報を意思決定者等に効率的に届けるための告知の取り組みとし
て、以下を実施した。 
 
 【告知取組内容】 

 Facebook を用いた告知配信 
 一般社団法人日本 CLT 協会 ホームページの TOPスライドバナーへの掲載 
 その他委員及び事務局の関係者への周知 

 
 Facebook を用いた告知配信における基本設定は以下の通りとした。広告の画面表示の例は図
表 3-10の通り。 
 
 【配信面（媒体）】 ：Facebook  
 【時間・曜日】 ：常に表示 
 【配信期間】  ：2022 年 12 月 5日～2023 年 1月 7日 
 【地域】  ：日本全国 
 【年齢】  ：25～65 歳以上で設定 
 【性別】  ：すべての性別 
 【言語】  ：日本語 
 【ターゲット】 ：役職 代表取締役・オーナー経営者・HR など 
 

図表 3-10 広告の画面表示の例 
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 広告の配信結果を以下に示す。 
 【総表示回数】 ：429,177回  
 【平均表示回数】 ：12,623 回/日 
 【総クリック数】 ：550 回 
 【平均クリック数】 ：16.2回/日 
 【クリック率】 ：0.13%（総クリック数/総表示回数） 
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第４章 「サスティナビリティ経営のための CLT 活用ハンドブック」解説会及び
「Wood City Swedenの取り組み」ワークショップの開催 

４－１ 実施概要 
 パンフレットの解説会及び「Wood City Swedenの取り組み」ワークショップを以下の通り開
催した。 
 
【名称】 
 『CLT による持続可能な社会実現に関する普及事業』 
第 1部 解説会 「サスティナビリティ経営のための CLT 活用ハンドブック」解説 
第 2部 ワークショップ もり・まち・ひとの交差点～森林・木造建築の北欧先進国 

「スウェーデン」「Wood City Sweden の取り組み」《ワークショップ》 
【日時】   ：2022 年 11 月 18 日（金）15：00～18：10 
【主催】   ：一般社団法人日本 CLT協会 
【開催方式】 ：オンライン会議 ビデオコミュニケ－ションシステム（Zoom ウェビナー） 
【会場】  ：ROOFLAG 賃貸住宅未来展示場 
【参加者】 
 第 1 部 ※日本のみ 
 解説者：青島啓太先生（追手門学院大学文学部 人文学科准教授） 
 参加者：CLT で地方創生を実現する首長連合、大東建託株式会社 
 ※CLTで地方創生を実現する首長連合は現地出席者 2名、WEB出席者 22名 
 第 2 部 
 スウェーデン側：Wood City Sweden 担当者 Jessica Becker 氏 
 日本側：CLT で地方創生を実現する首長連合 
     通訳：後藤豊先生（チャルマーズ工科大学建築土木工学部研究員） 
     司会：青島啓太先生（追手門学院大学文学部人文学科准教授） 

 
 図表 4-1にワークショップ・解説会の開催概要（企画書）、写真 4-1 に第 1 部の画像、写真 4-
2 に第 2 部の画像を示す。 
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図表 4-1 ワークショップ・解説会の開催概要（至 P.61） 
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62 
 

写真 4-1 第 1部の画像 

   

  
 

写真 4-2 第 2部の画像 
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４－２ 第 1 部：「サスティナビリティ経営のための CLT 活用ハンドブック」解説会 
４－２―１ パンフレットの解説 
第 1 部では、パンフレットの解説及び質疑応答を行った。以下に解説会に使用した、パンフ

レットの解説資料を示す。 
 

図表 4-2 パンフレット解説資料（至 P.67） 
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４－２―２ 質疑応答 
パンフレット解説後、参加者よりあげられた質疑及びその回答を以下に示す。 
 

【パンフレットの解説に対する質疑応答】 
Q.1） 建物の耐用年数は、混構造などの組み合わせ方法によって変わるのでしょうか。また、

耐用年数の観点から CLT の使い方についてどのような組み合わせ方法が良いのでし
ょうか。 

 木造であること、木質化であることのメリットを分けて議論すべきではないとい
うことが色々なところで話をしていく中で挙がってきている内容ではある。耐久性
を担保しやすい方法としては、建物の一部を木造化・木質化する方法だと思う。た
だし、オーストリア等々の事例では、建物の上層部に一層のみ木造を加えるような
場合があり、そうした時に CLT が用いられている。事業規模等にも応じてフレキ
シブルに耐久性をどう担保させるのかを考えることが重要。 

 
Q.2） パンフレット P.7 では、CLT と RC壁構造で工事費は同じで、P.10 では平米あたり 4

～5万増加とありますが、どのような違いがあるのでしょうか。 
 試算する際に、P.7については CLTパネル工法と RC 壁式構造で 3階建て共同住
宅を対象に比較している。P.10 については、一般的な建物全体を対象に、耐火要件
等様々な要件・仕様の違いで金額に違いが出てくるが、それらを総合的に含めて試
算した結果を示している。その結果、CLT を用いた場合㎡あたり 4~5 万程度の増
加に収まってきている、ということでご理解いただければ良いと思う。 
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４－３ 第 2 部：「Wood City Sweden の取り組み」ワークショップ 
４－３―１ 講師によるプレゼンテーション 
 以下に第 2部「Wood City Swedenの取り組み」ワークショップにおける Jessica Becker氏に
よるプレゼンテーションの発表資料を示す。詳細はWEB サイト掲載の動画「Wood City Sweden
の取り組み紹介（URL：https://youtu.be/1MENT3RNjhk）」を参照。 

 
図表 4-3 Wood City Sweden プレゼンテーションの発表資料（至 P.92） 

 
 

https://youtu.be/1MENT3RNjhk


70 
 

 
 



71 
 

 
 



72 
 

 
 



73 
 

 
 



74 
 

 
 



75 
 

 
 



76 
 

 
 



77 
 

 
 



78 
 

 
 



79 
 

 
 



80 
 

 
 



81 
 

 
 



82 
 

 
 



83 
 

 
 



84 
 

 
 



85 
 

 
 



86 
 

 
 



87 
 

 
 



88 
 

 
 



89 
 

 
 



90 
 

 
 



91 
 

 
 



92 
 

 
 

 
  



93 
 

４－３―２ 講師へのインタビュー 
Jessica Becker 氏へのインタビューを実施するにあたり、事前に Wood City Sweden の取り

組みに関する質疑を募集し、「Wood City Sweden の取り組み」ワークショップの際に、Jessic
a Becker 氏より質疑回答を頂く形式とした。質疑回答の内容を以下に示す。インタビューの様
子はWEB サイト掲載の動画「Wood City Sweden へのインタビュー（URL：https://youtu.be
/8vITaDnZjTY）」を参照。 
 
【背景・目的についての質問】 
Q.1） Wood City Sweden（団体）自体の目標に対するロードマップ的なものは存在するので

しょうか。（Wood First 研修プログラムのロードマップとの関係性） 
 はい、ロードマップはあります。「Wood First」に一部関連していますが、それが
全てではありません。木造建築に関する戦略を持って、実際に創っていく自治体の
数を増やすことが大きなゴールです。その実現に向け「Wood First」のようなプロ
グラムを起ち上げ、運用し、達成していくということを行っています。産業界の状
況として誰がどこで何をしているか把握し、自治体ごとの状況を分析し、どの知識
が不足しているのか、なにが木造建築の障害となるのか、穴を見つけて一緒に埋め
る作業です。穴は自治体ごとで状況が違います。今後木質構造の技術や経済状況が
変わることに対し、将来的にどこに穴が出てくるのか全て予測はできませんが、知
識の穴となる部分にフォーカスを置いて取り組んでいます。 

 
【組織・運営についての質問】 
Q.2） Wood City Sweden の構成員は産官学金からなるようですが、特に産業界が参画する

メリットはどのあたりにあるのでしょうか。 
 Wood City Sweden には建築生産に関する様々な方が参加しています。彼らに参
画いただく利点としては、アイデアや視点を共有できることです。産業界からのメ
ンバーに参画してもらう直接の利点は、エンドユーザーやお客さんがどんな製品を
求めているかについて、産業界こそが情報を持っていることです。その情報をベー
スに皆でディスカッションする意味でも、産業界との対話は大切だと考えていま
す。 

 
【取り組み内容についての質問】 
Q.3） 市単位と広い範囲（州・国内）での枠組みでの違いはあるのでしょうか。 

 明確にあります。国・州・道の関係性として、国や州は木造建築を推進する方針
を創ります。自治体はそれをどうやって実現するかという仕事を担うことになりま

https://youtu.be/8vITaDnZjTY
https://youtu.be/8vITaDnZjTY
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す。自治体の仕事はいわば草の根のようなもので、都市計画も土地を運用するのも
公共建築をつくるのも自治体であり、国は手を動かしません。ただし、国からサイ
ンがきたら自治体は実行します。その際、木造建築をどう実現するか考えたり、技
術的に急には出来ないことなどもあり、様々な対話や知識をシェアしながらやって
いくのが枠組みです。 

 
Q.4） Wood City Sweden は、ヴェクショー市及びシェレフティオ市の木材利用の促進に向

け、どのような働きかけや取り組みなどを行ったのでしょうか。（２市の共通の部分と、
異なる部分を教えてください。） 

 Wood City Sweden が始動する前からヴェクショー市とシェレフティオ市は木造
建築戦略を取り入れていました。２市の取り組みの中でネットワークのハブの必要
性が認知され、Wood City Swedenの枠組みは誕生しました。Wood City Sweden が
ほかの自治体へ様々なプログラムを提供していく中で、先進的な 2 市に対しても将
来的なアイデアを返していくようなコミュニケーションが起きています。 
 （後藤先生より補足：2 つの市は、スウェーデン国内で先駆けて木造建築の推進
に力を入れており、実際に多くの木造建築が建設されてきています。ヴェクショー
市は南部、シェレフティオ市は北部に立地します。それら自治体と Wood City 
Swedenとのかかわり方について、まず、2 つの市が木造建築戦略を立てた時点では
Wood City Sweden の組織はありませんでした。2 つの市が木造建築に積極的に取
り組んだ結果、Wood City Sweden のようなネットワークのハブがあると良いとな
り、設立されました。実際にWood City Swedenが設立されて、様々なプログラム
が開始されると、2 つの市へアイデアを返していくというようなコミュニケーショ
ンが起きています。Wood City Sweden設立のきっかけは 2つの市の動きでしたが、
設立後はアイデアが返されていっているという関係性です。） 
 両市とも木造建築の戦略がありますが、取り組み方は違います。ヴェクショー市
に関しては地元の大学と建設会社が、森林資源を背景に長年に渡り一緒に取り組ん
できています。地元の政治家や行政当局も木造建築に対してとても積極的です。こ
れは成功する上でとても大切なことです。自治体が所有する建設・開発を行う会社
があり、産学官が一緒になって開発を行うことができたのがヴェクショー市の例で
す。シェレフティオ市に関しては、取り組み方が異なり、豊かな森林資源を背景に
政治家が木造建築に対してとても前向きですが、ヴェクショー市と異なり自体が所
有する建設・開発を行う会社はありません。 
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Q.5） 会員の建築士や建設業者などと、自治体内の地元の事業者との連携は行われるのでし
ょうか。あれば事例を教えてください。 

 設計事務所や建設業者の連携はなかなかないです。通常、建築家を雇うのは、特
定のプロジェクトがあるときだからです。しかし例外もあって、例えばヴェクショ
ー市のとある設計事務所は、早い段階から建設業者たちと緊密に仕事をしていま
す。初期の段階からディスカッションを重ねることで、コストを抑えていくことが
できたような事例が出ており、連携によって革新的な解決策が生まれる可能性が高
まることもあります。これがヴェクショー市の設計事務所や建設会社がうまくやっ
てきた秘訣です。 

 
【ハウツーについての質問】 
Q.6） 先進的な自治体を広げていくためのポイントはどのようなところでしょうか。 

 大事な要素が三つあります。一つは国や県の木造建築に対する戦略です。二つめ
は各自治体がどのような知識を有しているか。なぜなら、自治体は数多くあり、産
業や政治家の意見などそれぞれの規模や状況が違うからです。特に、建築発注に関
する専門知識もなく、手助けを必要としています。木造建築を積極的に推進してい
くことにちょっと怖さを感じているのです。三つめはスウェーデンには建築発注を
する上で、材料を指定してはいけないという法律があります。このために、自治体
はどのような法解釈で木造建築を発注するかをためらってしまうのです。ただし、
法律にのっとって木造建築を発注する方法はあるので、やはりディスカッションを
重ねることが大切だと考えています。 

 
【効果についての質問】 
Q.7） 企業や学術機関から行政への政策提言の内容はどのようなものでしょうか。建築、技

術開発研究、人材育成等への支援（補助）中心か、規制緩和中心か、それ以外の提案
か、採用された提案にはどのようなものがありますでしょうか。 

 私が把握しているのは、都市計画や建築認可についての規制緩和的な提言です。
具体的に言うと、様々な理由で木造建築を規制したり建てたりするのを難しくする
規制の緩和です。例えば建築許可では、とりわけプレハブ建築におけるモジュール
形式の建物では、階数や階高について規制を変えることで木造建築が進むのではと
いった政策提言もあります。都市計画では、しばしばコンクリートや従来からの構
造物に目が向けられます。これは問題であり、それに関する提案もなされています。 
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Q.8） 民間企業同士や、企業と学術研究機関との情報交換は活発に行われているのでしょう
か（企業にとっては自分の利益に関わるため）。 

 企業は自らの情報を保守的に出したがりません。情報の交換ができないことは、
建築業界にとっての問題でした。しかし、徐々に変わりつつあると感じていまして、
「Timber on Top」もその一つです。木造建築業界において私たちが一生懸命に取
り組んだことであり、そのような情報交換や体験の場として活用されています。今
後も継続していく予定です。 

 
【スウェーデン全般についての質問】 
Q.9） 鉄筋コンクリート造や木造の償還期間はどの程度でしょうか。 

 今日では違いはありません。建物の使用期間はどちらもおよそ 50 年ぐらいです
が、持続可能な建物という観点で考えるとあまりにも短いです。しかし、Swedish 
Wood (木造建築推進のための業界団体）が取り組んでいることで、実際にはコンク
リートと木造では違いがあります。融資のことはわかりませんが、耐用年数という
ことで言えば 50 年での評価なので、短いですね。 

 
Q.10） スウェーデンにおいて木造建築物に対する税制などの優遇措置はあるのでしょうか。 

 残念なことに、ないですね。 
（後藤先生補足：税金や補助金等の優遇はされていないです。優遇があればもっと
木造建築を進められるのにという意味で残念ながらないとのことですが、なくても
木造建築の建設が進んでいるという言い方もできると思います。） 

 
Q.11） スウェーデンの公共施設が抱える一般的な問題は何でしょうか。（日本のように地方

では財政難で維持管理が難しい、人口減で公共施設が余る、公共住宅の老朽化など） 
 日本の地方都市の人口減少に起因するような公共建築の問題は、スウェーデンに
はありません。地方都市では人口が増加していますので、反対に学校などの公共建
築に対する需要があります。だから日本とは違いますね。ただ、メンテナンスや運
営コストの問題はあります。住宅問題があるので、新しく住宅が必要だったり、学
校などの公共の建物が必要になってくるとコストの高さが問題になります。ただ、
木造建築は従来のコンクリート建築の維持費に比べてそれほど違わないことが調
査でわかりましたので、木造建築を増やす上でのネックにはならないです。とても
いいのは、木造建築に住んでいる人たちが木造建築や木質構造に対して前向きだと
いうこと。面白い話をひとつしましょう。木造で造られた学校に通う子どもたちは、
すごく落ち着きがあって、落書きなどをすることも少ないので、メンテナンスや清
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掃代が実際に下がりました。 
 
Q.12） Timber on Top の取り組みをご紹介いただきましたが、スウェーデンでは公共住宅の

面積を増やす必要があって、動かれているということなのでしょうか。 
 それと既存の構造を使うということですね。スウェーデンでは住宅需要から 60
年代から 70 年代にかけて、ミリオンプログラムという、10 年間で住宅を 100 万戸
作るプロジェクトがありました。引き続き住宅需要が伸びる中で、当時造られた建
物を有効活用して改修する必要があるのですが、３～４階建てが多いです。「Timber 
on Top」でできることは、既存の構造に階高・階数や住居部分を追加して、エネル
ギーや建物の経済性を改善していくということです。 

 
Q.13） Timber on Top について、集合住宅の中で議論されているということは、地方都市と

言っても都市部において人口増加への対応が求められていると考えてよろしいでしょ
うか。 

 統計的にはわかりませんが、どちら側にも関心はあると聞きます。パンデミック
の影響だと思いますが、オンラインで働くことができるようになって、仕事や学校
へ通う時間を減らして、生活の質を変えたい人が増えました。都心部に住むことも
できますが、その一方で、都心から離れて大きな一軒家に住むこともできます。 
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４－３―３ ワークショップ 
 Wood City Swedenの取り組みに関するプレゼンテーション、インタビューの後、ワークショ
ップとして「日本の木造建築産業の発達と CLT 利用促進により地方創成をはかるためには」を
テーマとしたディスカッションを行った。ディスカッションの内容を以下に示す。ワークショ
ップの様子はWEB サイト掲載の動画「ディスカッション～日本の木造建築産業の発達と CLT
利用促進により地方創生をはかるためには（URL：https://youtu.be/83AA3hONBfY）」を参照。 
 
Q.1） 本県では、木造で建築物を建てる方針を作成し、実際に作る方を増やしていくための

取り組みをしています。スウェーデンでは、建築士もしくは施工される方は十分な数
がいらっしゃるのでしょうか。また取り組みがございましたら教えてください。 

 その問題はスウェーデンでもずっとありました。状況が変わってきたのは、ここ
1～2 年です。設計事務所や建築家、施工会社が木造建築に商機や将来性を見出し
て、自ら勉強をしています。ですから現在のスウェーデンの状況は少し違うかもし
れませんが、その課題は長年ありました。もしかしたら今転換期に来ているのかも
しれません。 

 
Q.2） 何がきっかけで、この状況をチャンスと捉えるようになったのでしょうか。例えば、

気候変動宣言がきっかけになったとか、それともほかの側面があるのでしょうか。 
 それはプロセスがあり、時間がかかっていると思います。この状況に対する前段
の背景があって、何年もかかってこの流れが生まれてきました。色々な方向からの
影響があるのだと思います。気候宣言は今年出てきたわけでないので、それだけで
はないと思いますが、人々の関心の高まりもあると思います。木の家具やインテリ
アの人気ですね。人々が美しい建築を見ることが、この流れを生み出すことに間接
的につながっていると感じています。 

 
Q.3） 本県は、森林資源がありますので、どのように活用するかを考えております。スウェ

ーデンでも森林資源を活用していこうとする思いは強いのでしょうか。 
 ヴェクショー市やシェレフティオ市では、当初自分たちの林業を支援して、雇用
を増やし経済を活性化させることが目的だったと思います。それが木造建築の主な
目的でした。しかし森林資源の活用は、気候問題だけではなく、その都市の特徴づ
けにも効果があります。なので、これらの市や自治体にとっては木造建築の開発が
とても重要だったということです。 

 
 

https://youtu.be/83AA3hONBfY
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Q.4） 行政の方や産業界の方がWood City Sweden のトップに立って引っ張って行っても良
かったのではないかと思ったのですが、建築家の Jessicaさんがそれを担っているとい
うのは何故なのでしょうか。 

 彼らの考えを想像してお答えしますね。私が建築家であるのは事実で、一方では
自治体や県を代表する団体に所属しています。産業界には Swedish Wood (木造建
築推進のための業界団体）があり、木質構造や木質材料に関する会社が出資し、木
質構造に関する技術的なディスカッションをしています。一方、もう少し公的な団
体が求められ、自治体の動きに注目して具体的な活動を行う団体としてWood City 
Sweden ができたため、産業界が代表になる必要がありませんでした。ひとつの大
事な違いは、Wood City Sweden が代表するのは自治体や自治体が所有する建設・
開発を行う会社であって、産業界ではないということです。おそらく私が任命され
た理由は、スウェーデンの現代的な木造建築構造の黎明期に開発に関わった建築家
の一人だったからで、知識もあり、イノベーションへの考え方もあります。建築家
なので、人にインスピレーションを与えられるキャラクターであることも選ばれた
理由にあるのかもしれません。 

 
Q.5） 行政の方がWood City Swedenの中での議論で中心になるということではなく、並列

で議論されているという理解でよろしいでしょうか。 
 おっしゃる通りだと思います。私はWood City Swedenの代表ではありますが、
（Wood City Sweden は）理事会の規模も大きく、自治体や県の代表者で成り立っ
ています。理事長はヴェステルボッテン県（シェレフティオが所在する県）の首長
です。意思決定は理事会で行っており、すべての県や自治体からの代表が集まって
いますが、通常のマネジメントや代表は自治体出身者が務めるべきではないという
ことです。 

 
Q.6） Wood City Sweden のボードメンバーに入っていらっしゃる行政の方々が、自治体に

戻った際に、行政の中の実務に広がっていくというような考え方を皆さんお持ちで動
いているということでしょうか。 

 ええ、積極的に対話をしますし、それがネットワークということですよね。Wood 
City Sweden の仕事や今後の戦略についてとても大事なことです。理事会員の存在
はとても大切ですが、毎年メンバーは入れ替わります。全員が代わるわけではなく、
長く在籍している人もいますが、色々な人が参加しているということが大事です。 
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Q.7） 理事は同じ自治体から来ているのでしょうか？理事会を構成する自治体もまた変わる
のでしょうか？ 

 長く会員になっている自治体もあります。ヴェクショー市とシェレフティオ市、
ダーラナ県、そしてその他いくつかの地域からは常に参加があります。一方で、停
滞させることなく、新しい視点を得るために、理事会の一部を新しいメンバーに入
れ替えることもします。でも、ヴェクショー市やシェレフティオ市などのメンバー
は長年参加しており、経験豊富で、私たちの仕事に深く関わっています。しかし、
参入したばかりの自治体の新しい視点もまた必要です。 

 
Q.8） 当県では、地域の資源を生かして木材や木造建築の教育研究を進める計画を立ててい

ます。教育研究機関の相互の連携、交流促進、人材育成の目的で、インターンシップ
や拠点整備を検討するワーキンググループを立ち上げました。関係者との合意形成は
どのように行っていけば良いかアドバイスをお願いできますでしょうか。 

 興味深い質問です。もちろん私たちにとっての課題でもあります。持続可能な建
築に携わる団体がとても沢山あるだけに、自分たちが何を目指すか、そして自分た
ちの目的は何なのか常に自問自答しながら進める必要があります。しかし、最近ま
では他にこうした団体がなくて孤独でしたし、木造建築に関するセミナーを行った
り、私たちのような支援をする団体はごくわずかでした。今の課題は、持続可能な
建築のために他の組織と組むか、ターゲットを絞っていくか、逆に広げるのかとい
うことです。なぜなら、木造建築の話は持続可能な建築に関わってくるからです。
私たちの経験や観点からいくつかポイントをお伝えすると、会員にアンケートを取
って反応が得られたのはとても良かったです。（関係者に）何が必要なのかと聞くの
は一つの手ですね。アンケートで得られた結果は日本とは異なると思いますが、も
っと具体的なトピックに関して会員間でネットワークを構築することが大切とい
う意見が多かったです。例を挙げれば、木造建築戦略についていくつかの自治体が
取り組んでいれば、それぞれどうやって推進しているのか疑問があります。経験者
や同様のチャレンジをしている自治体とつながり、会って話したいでしょう。
「Timber on Top」でも、同じようなことをしている人々とつながることで、力強
く効率的に前に進んだと思っています。だからそれもまた一つの要素ですね。アン
ケートからはっきりわかったことは、つながった方と相互の活動を見て学ぶことが
とても大事だということでした。自分たちの自治体へ来てもらうことも、訪問する
こともですね。ですから、パンデミックが終わったらデンマークやノルウェーへの
訪問の機会を増やしたいと思っています。 
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Q.9） 木造推進について、自治体の数を増やしていくことが目標の一つだとお話がありまし
たが、入りたがらない自治体はどういったところがあるのでしょうか。 

 断固として反対しているわけではありませんが、木造建築の戦略推進はやりたく
ないという自治体はありますね。ひとつには先ほども申し上げた、実際に建物を発
注する場合に、その材料を指定してはいけないという規制ですね。あとは有力なコ
ンクリート業者を地域内に抱えている自治体もあります。ですので、他の産業や利
害関係者のからみもあります。 

 
Q.10） 「Timber on Top」というプロジェクトについて、もう少し具体的にお話いただけな

いでしょうか。 
 はい。プレゼンでお伝えしたように、そもそもは合同の取り組みで、ヴィノバ
（Vinnova）というスウェーデン政府機関からの研究助成金が出資しているもので
した。スウェーデン中からいろんな参加者があったプロジェクトでした。Wood City 
Sweden、RISE（Research Institute of Sweden)という技術研究所、木造建築を研究
している大学の研究機関、あとは建築士や構造設計者やデベロッパーなど、いろん
なタイプの人たちが参加した研究プロジェクトでした。色々な視点を取り入れるた
めに建築に携わるあらゆる人を引き入れることが重要で、とても大きなプロジェク
トでした。３年間のプロジェクトに携わっていますが、Wood City Sweden の役割
は、成果の公開やリンクトインやその他のチャネルを通してのコミュニケーション
でした。数カ月前にプロジェクト全体について、最終成果報告レポートが完成しま
したが、９つのテーマに合わせたワーキンググループのレポートも作られていて、
英語の要旨もあると思いますのでお渡しします。ヴィノバプロジェクトはもう終わ
っていますが、良い成果が出たことと大事なトピックだということで、「Timber on 
Top」のプロジェクトをブランド化して、そのプラットフォームを今後も好事例や
知識をシェアしていくために運用していきたいと思っています。実際のプロジェク
トは終了してしまいましたが、出資をしてもらう予定で、続けていけるように他の
助成金にも応募しています。 
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４－４ アンケート結果 
解説会及びワークショップ後に参加者にアンケートを実施し、参加者の属性及び内容に対す

る評価や意見、今後の要望などを集約した。 
第 1 部ではパンフレット「サスティナビリティ経営のための CLT 活用ハンドブック」の解

説会を行った。第 2部の前半では、スウェーデンの団体「Wood City Sweden（Trästad Sverige）」
の担当者からスウェーデンでの産官学の取り組みを紹介し、後半は日本側の参加者も加わり、
CLT で地方創生を実現するための質疑回答や討議をワークショップ形式で行った。 

 
４－４―１ 参加者の属性、回答数 
参加者は「CLT で地方創生を実現する首長連合」の構成員で、当日の参加者は 22 名、その

うちアンケートの回答があったのは 13 名であった。所属はいずれも農林業の産業振興や木材
振興に関する行政職員で、以下に示すように、さまざまな年代の方々であった。 

 
図表 4-4 参加者の年代 
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４－４―２ 第 1部のアンケート結果 
（１）パンフレット「サスティナビリティ経営のための CLT活用ハンドブック」解説が、実

際に CLT 等の木質材料の利用促進を図る上で役立つかどうか。 
 

図表 4-5 パンフレットが木質材料の利用促進に役立つか 

 
 

（２）パンフレット「サスティナビリティ経営のための CLT活用ハンドブック」を実務で使
用する際に不足している情報・データは。 
 CLT とは何かの簡単な説明 
 CLT のみの単価情報、CLT を生産できる工場一覧 
 CLT の生産工場がどこにあるか又は CLT 工法の取扱店等の情報 
 CLT の調達先の情報 
 Ｐ4 に「木材利用を考えていかないと、この国には住めなくなってしまう」と不動産業界
のコメントがありましたが、CLT 建築物（木造）への木材利用が山側（素材生産者）の
経営支援に繋がる取り組みであることを盛り込めると良いかと思いました。 
 木材利用促進法の改正しかり、都市の木造化ばかりが注目されていますが、山側の労働者
不足は喫緊の課題であり、都市木造化（非住宅等）の需要が高まるなか、山側の素材生産
者が増えないと、材料である丸太の供給はできません。 
 これまで行政も、長きに渡りあの手この手で山側の支援をしてきましたが、未だに労働者
の所得向上（底上げ）が実現できていない状況があります。人不足解消のため、ICT 化も
導入されつつありますが、まだまだ追いついていない状況です。CLT の利用促進等が山
側の労働者不足解消にも繋がることや成功事例などがあれば、サスティナビリティの観
点から、もう少しフォーカスされるような工夫や仕組みがあると良いような気がいたし
ました。 
 非住宅の場合、CLT に限らず木造建築物の設計が出来る人材がまだまだ育っていないと
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思いますので、設計者や工務店関係者への講習会等を引き続き積極的に行うことなども
盛り込めれば良いかと思いました。 

CLT の調達先、生産工場に関する情報が求められていることがわかった。 
 
（３）本日の解説を聞いて、より詳しく知りたいテーマや情報は。 

 実際に CLT を活用した事例（特に公共建築物）において、CLT を活用するにいたったポ
イントや工費増額のハンデを乗り越えたコツ 
 コストを超える事業上の有利性 
 ＣＯ２の固定量、省エネによるＣＯ２削減など、ＣのストックとＣＯ２のフローを結びつけ
た考え方 
 実際に CLT を施工した工務店の施工情報等 
 ＣＯ２排出量を正確に把握する計算ツールの整備 

 
（４）その他、ご質問、ご意見など。 

 CLT を効果的に取り入れるためには、部分使いが非常に有効なこと、また CLT を活用す
ることにより得られる効果について理解することができました。 
 CLT の使用による効果がまとめられており、とても勉強になりました。 
 CLT が優良な技術であることは間違いないが、CLT を生産する工場が少なすぎる生産工
場をどう増やすかも考えてもらいたい。 
 事業スケジュール上のポイントや、混構造の考え方など非常に参考になった。 
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４－４―３ 第 2部のアンケート結果 
（１）Wood City Sweden の取り組みを伺って、日本における木造建築の発展と CLT等木質

材料利用促進の参考になったかどうか。 
 

図表 4-6 Wood City Sweden の取り組みは日本の木質材料利用促進の参考になるか 

 
 

（２）Wood City Swedenの取り組みで、具体的に役に立つのはどこか。 
 自治体が木材利用を促進する上で、民間や行政等の関係者を繋ぐ Trästad Sverige の役割
が参考となりました。 
 建築物の木造化が遅れている日本で、コミュニティによる議論や情報共有が必要なこと
を改めて認識しました。 
 木材産業の促進のために、産官学の連携事例や、行政としてどのように取り組むべきかな
ど、様々な事例の蓄積があること。 
 スウェーデンにおいても日本と同じような課題に取り組まれているということが分かっ
たこと。 
 木造化・木質化に取り組もうとしている施主や事業主のための相談窓口の設置の必要性
を感じているが、設置に向けて行政がどう対応していけばいいのか悩んでいるが、今回の
Trästad Sverige の取り組みを伺って良いヒントになった。 
 同じような課題（建築士不足など）をもって、様々な議論を続けておられること。 
 建物の階数に応じて、軸組や CLT 等の適した構造を活用する。 
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（３）日本において同様のコミュニティを形成することに意義はあるか。 
 

図表 4-7 日本におけるWood City Sweden のようなコミュニティ形成の意義 

 
 

（３）Wood City Sweden のような取り組み、コミュニティを日本国内で行おうとした場合、
どのような支援・サポートがあると実施に向けて動きやすくなるか。 
 行政機関は対等な立場で参加し、それとは別に、事務局などの統括機関があること。 
 産業界・大学とのマッチング 
 体制整備に係る運営費補助金 
 気軽に相談できる十分な体制を維持できる運営面での支援 
 特に、建築、金融、製材業等の民間の参画が広がるような、コミュニティ形成への支援 
 コミュニティ形成のための音頭取りがあるといい。どこかの自治体若しくはどこかの協
会が先だって行わないと始まらないと思うからです。 
 国が旗振り役となって、各自治体への協力の呼びかけがあると参画しやすい。 
 そこ（どのようなサポートがあればよいか）が分からないので、むしろ教えていただきた
い点です。 
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（４）今後、このような解説会やワークショップがあったら参加したいか。 
 

図表 4-8 今後の同様の解説会等への参加意向 

 
 
（５）今後、どのような勉強会やワークショップ開催があったら役に立つか。 

 今回のような国内外の先進事例の紹介 
 Trästad Sverige が自治体に対して行っているプログラムの勉強会やワークショップ 
 他国における先進的な取り組みについての勉強会 
 地域特性に応じた各自治体の取組事例に関する勉強会など 
 小規模建築物に対する CLT の導入事例の解説 
 森林環境譲与税と CLT の利用促進がつながるような勉強会等 
 建築主や行政、設計者、木材供給者といった地域の様々な主体が CLT の利用に向けて取
り組んだ事例の勉強会 
 CLT 工場がない県において、コストを抑えて県産木材を使用した CLT を調達する方法
の説明会 

 
（６）各自治体における地方創生、そのための CLT 活用について、どのようなことをお考え

か。また、取り組みたいことはあるか。 
 林野庁の交付金を検討する際にも感じましたが、日本は各自治体だけで事業が完結して
しまい、事例の共有や情報共有が十分にできていないと思います。今後、Trästad Sverige
のようなコミュニティが形成され、事例の把握・蓄積等ができる仕組みがあると良いと思
いました。 
 大規模建築物等が多く建設される都市部を有するので、活用の促進に係る取組の検討が
効果的かと思う。 
 非住宅分野への利用方法を模索している。 
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 CLT を含めてもっと木造建築について知り、様々な方と議論していく必要があると考え
る。 
 木造化・木質化に取り組みたい施主・事業主等が相談できる窓口を作りたい。 
 CLT は国等の補助金がないとまだまだ普及しないであろうと考えている。 
 CLT をはじめとした木材を活用する施主や建築事例の増加、それに伴うコストダウンに
よる木材利用量の増加という好循環へとつながることを期待する。 
 森林環境譲与税も動き出し CLT 活用も今が重要と認識しています。CLT は大型の建築
物活用が多いですが、一般や公営の住宅及び公衆トイレ等小規模な建築の利活用も全国
普及に必要と考えております。 
 充実した森林資源の活用のため、木材利用を促進する中で CLT の活用も進めていきた
い。 

 
（７）上記の取り組みに対して、必要なサポートや支援は何か。 

 補助金を活用した木造のモデル建築はあくまでモデル事業で終わってしまっている状
況。補助金なしで木造建築がすすむような仕組みをどのように構築すればよいのか、サポ
ートしてほしい。 
 小規模な建築事例も紹介してもらいたい。 
 迷ったときや行き詰まったときに気軽に相談できる機会があればいい。 
 CLT 製造工場がない県でも、県産木材を使用した CLT の調達がしやすい仕組みが欲し
い。 
 日本 CLT 協会が発信する情報を活用させていただいています。 

 
（８）その他、ご質問、ご意見など。 

 日本の木造化が遅れている要因の 1 つに、各県ごとに縦割りで完結している点があると
思いました。自治体間の横の連携や産官学の連携、またそれらを支えるコミュニティの形
成及びその団体に対する支援が必要だと思いました。 
 スウェーデンの取組事例を紹介いただき、木材産業促進のためには、国のフラッグシップ
や、産官学の連携、各機関における推進力等、複合的な要素が必要なのかなと感じまし
た。 
 普段は知ることのできないスウェーデンの取組を知る貴重な機会となり、主催者に感謝
したい。今後もこういった機会を提供してほしい。 
 海外の取組を直接聞くことができる大変貴重な機会をいただきありがとうございまし
た。 
 非常に有意義なワークショップでした。引き続きよろしくお願いいたします。 
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第５章  木造・木質構造の建築物を対象とした新しいビジネス領域の調査 
５－１ 調査概要 
 木造・木質構造の建築物を対象とした新しいビジネス領域として、木造・木質構造の建築物
を新たな投資アセットの対象とするアセット・マネジメント会社のメルディア・アセットマネ
ジメント株式会社及びケネディクス株式会社、また、木造住宅の発展に向け、国産材の安定コ
ストと安定供給のための流通モデルの構築に取り組む一般社団法人日本木造分譲住宅協会を対
象にヒアリング調査を行った。 
 
【ヒアリング調査実施日】 
メルディア・アセットマネジメント株式会社、
一般社団法人日本木造分譲住宅協会 
 

2022年 10月 17日（月）13:30～15:30 
※2社合同実施 

ケネディクス株式会社 2022年 10月 24日（月）14:30 ～15:30 
 
【凡例】 
  枠内 ：質問の回答 
  （MAM） ：メルディア・アセットマネジメント株式会社の発言 
  （木分協） ：一般社団法人日本木造分譲住宅協会の発言 
  （KDX） ：ケネディクス株式会社の発言 
  （人名） ：各委員会委員の発言 
  （YP） ：株式会社山下 PMCの発言 
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５－２ メルディア・アセットマネジメント株式会社 ヒアリング結果 
 メルディア・アセットマネジメント株式会社は木造・木質構造の建築物をアセット対象とし、
非住宅の木造建築物のファンド化等にも取り組まれている。以下にヒアリングの結果を示す。 
 
【設立経緯・目的についての設問】 
Q.1） メルディア・アセットマネジメント株式会社設立の経緯をお聞かせください。（木造・

木質構造の建築物のアセット・マネジメントに取り組まれている背景や目的） 
・三栄建築設計のグループがもう一段ステップアップしていくためにアセット・マ 
ネジメント(以下'AM'）事業に参入。立ち上げまでに半年程度のウォーミングアッ 
プ期間を経て、2020 年 9月に会社設立。コロナ禍の中で立ち上げ。（MAM） 

・欧州発の「グリーンリカバリー」の概念を強く意識しており、グリーンの象徴で 
ある木や木造と環境問題を結び付け、ビジネスの根幹に据えていくことを考え 
た。また、同様の切り口での AM ビジネスに取り組んでいる人はいなかった。 
初めてやるということに意義を感じている。（MAM） 

⇒木造 AMビジネスに取り組む人がいなかったのはなぜか。（青島） 
⇒金融機関としては RC造や S造などに比べると木造は信用できないという見方を 
される。ノンリコースローンの場合、物件自体の価値の評価をするので、木造の 
評価が定まっていないというのが問題だった。また、住宅は小規模で数が多く、 
各物件でエンジニア・リングレポート（以下、’ER’）の発行をしたり、金融機関 
も各物件を確認して回る等の管理コストが多くかかるため、金融機関として耐え 
られないという状況。（MAM） 

・物件をまとめる管理費用は御社で賄っているのか。（YP） 
⇒今回、1棟 1億程度（ファンド全体 30 億，29 棟）をアセットの対象としている。 
コストに対しては、MAM の報酬及びプロパティ・マネジメント報酬もやや高め 
に設定している。また、一件ごとの ER の発行や信託の設定費用等もコストを抑 
えられるよう協力をいただく等、金融商品にするために色々工夫が必要。（MAM） 

・木造建築物の評価がまだ定まっていないということだったが、一般化されていく 
のに通常どの程度の期間がかかるのか。（権藤） 

⇒評価はものにより異なるが、2年前は木造建築物のファンドをノンリコースロー 
ンでやりたいとメガバンクに話しても難しかった。一方、第 1 号ファンドが立ち 
上がった際は、ERへの質問やサンプリング依頼が挙がるようになり、メガバン 
クでも検討しようという状況になってきたと思われる。あと 2~3年程度で前向き 
な状況には変わることも想定される。（MAM） 

・「グリーンリカバリー」をうたうことによるインパクトはどの程度あるか。（YP） 
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⇒通常、私募リートだと利回り 4%前後（レジデンス系は RC主で 4%程度）だが、 
本ファンドの想定利回りは 5.5%に設定している。また、ESG、 SDGsの側面か 
らも機関投資家から評価されつつある。通常、国内有数の機関投資家は会うこと 
も困難だが、「グリーンリカバリー」をコンセプトとしたことで、話を聞いていた 
だけるのでインパクトは大きいと感じている。（MAM） 

・今後長い目で見ると、社会の環境への関心は一般化されてくると考えられるが、 
10 年、20 年後などは RC造や S造とどのように差別化していくか考えられて 
いるか。（YP） 

⇒LCCO2 等、トータルの CO２排出量で比較していくことになるのではと思う。 
また、カーボン・クレジットを整理しようという動きがあるので、そういったと 
ころに繋がると良いと思う。数字換算で見える化し、投資家に還元できると尚良 
い。（MAM） 

 
【木によるメリット・課題についての設問】 
Q.2） 他の構造（RC 造や S 造）と比較して、木質構造の物件を扱うメリットをご教示くだ

さい。 
ESG の文脈で関係者の理解を得やすい点。また、新しい分野なので競合が少ない

点もメリット。（MAM） 
 

Q.3） 他の構造（RC 造や S 造）と比較して、木質構造の物件を扱うに際して、課題と感じ
ていることがあればご教示ください。 

木造は耐震性、耐久性などが低いという、ファンド、リート業界に関わる方々の
先入観がある。また、住宅を扱うため一件ごとの金額が小さく効率が悪い点が課題
と認識している。（MAM） 

 
Q.4） 木質構造の減価償却耐用年数は、アセット・マネジメント上どのように影響している

かお聞かせください。 
・物理的耐用年数に関しては、外部評価として大手保険会社を含む 3 社から ER を 
得ている。いずれからも物理的耐用年数 50 年以上の評価を頂いている。3社平 
均で、1号ファンドでは 52～3 年、準備中の 2 号ファンドでは 59 年程度となっ 
ており、ER の物理的耐用年数をそのまま減価償却期間として設定をしている。 
（MAM） 

⇒3社から ER を取るのというのは他構造でも一般的な手法なのか。（権藤） 
⇒1社にまとめるのが通常は多いと思う。当ファンドは物件数が多いので 3 社に分 
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散させている。（MAM） 
・木造の場合の ER について、RC 造などと違う情報の出し方をしているというこ 
とはあるか。（権藤） 

⇒特にない。これまでは RC 造等と同等の情報提供をしたことが無かったが、作成 
してみたら木造でもしっかりしていたという状況。機関投資家としては、減価償 
却期間は長い方が、その分、期中収益が取れる（配当に回せる収益が多く確保で 
きる）ので良いとされる。法的耐用年数だと節税商品となり個人投資家の域をで 
ない。（MAM） 

 
Q.5） 木造住宅等への投資物件を整備する場合、隠れてしまう柱や梁など構造材のみで木を

使うのか、目に見えるかたちで仕上げ材料として木をつかうのがよいのかいずれでし
ょうか。 
・躯体部分に木材を使用する場合を「木造」と捉えている。躯体は他構法で仕上げ 
等に木を使用しているような「木質」の物件には手を伸ばしていない。（MAM） 

⇒「木造」の物件に対象を区切っているのはなぜか。（青島） 
⇒単純に「木質」の物件にはまだ手が回っていないということ。「木造」からスター 
トしているが、「木質」は次のステップとして考えている。（MAM） 

⇒「木造」でまずはやらないといけないことが山積しているという印象か。（青島） 
⇒その通り。「木質」を混同せずに、まずは「木造」と考えている。（MAM） 

 
Q.6） 国産木材であること、もしくは木の産地を明示することにビジネス上の意義、付加価

値はあると思われますか。 
産地明示は意義があると考えている。ESGのG≒トレーサビリティの面で、国産

材の方が的確に情報を追える。「主な産地：〇〇県」のような形で、産地がはっきり
分かるという状態に繋げていく意味で重要と認識している。（MAM） 

 
Q.7） 木質構造の物件を扱うことについて、金融機関や投資家からはどのような評価を受け

ていますか。 
木造物件のファンドは現状ではかなりマイナーな印象。ただし、積極的に評価い

ただいている機関投資家は出てきている。金融機関はサステナブルなファイナンス
の位置づけ、機関投資家は ESGの観点で、インパクト投資に近い評価で応援いただ
いている状況。金融機関、特にメガバンクは木造をノン・リコースローンに規定し
ていないのでハードルが高い状況。（MAM） 
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【投資対象・判断基準についての設問】 
Q.8） 対象としている物件の規模や用途と、その割合をお聞かせください。 

・新築木造アパートが対象。1 号ファンドは平均 1 棟 1億円、２号ファンドは平均 
1 億 2000 万円程度の規模、場合によっては 2 億円越え。効率性を上げるために 
少しずつ規模を大きくしている。（MAM） 

・木造建築物の用途開発の動きを別途行っている。オフィスや商業施設などにも取 
り組むため、外部パートナーとの連携の輪を広げようとしている。（MAM） 

 
Q.9） 木造・木質構造の建築物のアセット・マネジメントを行う上でどのような情報が必要

でしょうか。投資判断をする際の基準があればご教示ください。 
ER でどのように書かれるかによって判断する。一番は耐用年数。遵法性を担保

するための関係書類がそろっていることも重要な判断基準。耐震性やハザードなど
も判断基準としている。（MAM） 

 
Q.10） 木造で住宅等を建てる場合、製材や集成材、CLTなどいくつかある木質建材から、ど

のような判断材料で建材を選定しているかお聞かせください。 
物件のコストや、賃料等を見て判断している。ファンド、リートの世界では利回

り、安定性、リスクを基準で見る。材料として何が使われているかという視点では
見ていない。ある意味では、今後の課題かもしれない。（MAM） 

 
Q.11） 木造の住宅では、安く建てて安く貸す薄利多売がよいのか、コストをかけ高級感を持

たせて高く貸し、利益率を高めるのがよいのかいずれでしょうか。この度のファンド
はどちらでしょうか。 

そこそこ安く建て、安く貸しているものをファンドの対象物件にしている状況。
賃貸需要がはっきりしているものは取り込んでいくということはあり得るが、あく
までも利回り、安定性、リスクで判断している。安く建て、高く貸せるのがベスト
ではある。また、良い居住空間を他構造より安価で提供できることに社会的意義が
あると考えており、ESGの S ではこうしたことをうたっている。（MAM） 
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Q.12） 投資用の住宅を整備する場合、工事時の CO2排出量の多寡や ZEH 仕様などが必要だ
と思われますか？ 

検討課題と認識している。コンセプトブックの中では、CO2削減の観点での木造
建築物投資の意義として、木造であることのメリット 2 点、国産材であることのメ
リット 2点をうたっている。また、第 2 号ファンドでは CO2削減量を数値化しよう
としており、今後、より説得力がある方向に動いていきたいと考えている。（MAM） 

 
Q.13） 木材を利用する場合、合法性証明を求められることがありますが、投資の観点から必

要な手続きだと考えますか？さらに森林認証制度（FSC など）の取得は考えています
か？ 
・外部認証については各所へヒアリングをかけている状況。国産材使用に関して、 
プラス評価を得られる認証制度があまりないのが現状。この点はやや世の中の動 
きが物足りないと感じている。（MAM） 

・森林認証の取得等を今は行っていないが、今後何等かの評価はいただきたいと思 
っている。合法性証明に関しては ERの提出で足りると考えているが、「ER の内 
容を裏付けるものが無いのか」とは機関投資家から言われている。（MAM） 

 
Q.14） ブランディングや木材確保のために森林の保有、直接投資を考えたことはあります

か？ 
考えたことはないが、今後検討していきたいと思っている。現状は、国産材の木

造建築物をつくるのに機関投資家の資金を投入しているが、あくまで商流の出口の
話であるため、中間や川上にまでアプローチが必要と考えている。商流の川上には
（一社）日本木造分譲住宅協会がアプローチしようとしている状況。今後、考えて
いかないといけないと思っており、日本不動産研究所の西岡様と議論させていただ
いている最中。（MAM） 

 
Q.15） 木質構造の投資対象物件を増やしていくために、どのようなことが必要になりますか。

また、そのために取り組まれていることがあればご教示ください。 
趣旨に賛同して一緒に取り組むパートナー企業が必要と考える。また、木造によ

る対象用途の開発及びコストダウンが必要。パートナー企業を増やす取り組みとし
て、用途開発に絡めて商業やオフィスなどの建設に取り組む会社との連携にも動い
ている。世の中を見てもそうした物件が転がっているわけではないので、意図的に
つくっていこうという人たちと連携していくことが大切と考えている。（MAM） 
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【CLTについての設問】 
Q.16） 木質構造の投資対象物件として、CLT（Cross Laminated Timber）の建築物はどのよ

うに捉えられているかご教示ください。 
CLT はファンドの世界ではほとんど登場してきていないので、まだ認識されてい

ない状況と思う。大規模建築物に使われる、レジデンシャル系にはあまり使われな
いのではというイメージを持っている。（MAM） 

 
Q.17） 住宅の設計を依頼する設計事務所や工務店は CLT をご存じだったでしょうか。CLT

利用に対して前向きか、後ろ向きかいずれでしょうか。 
設計事務所はよく理解をしている。物件によって CLT を使った方が良いかどう

かの判断だと思う。例えば、商業などでは CLT が生きると思う。連棟式の戸建賃
貸住宅では住戸を区切る部分に CLT を使用する等、レジデンシャル系ではそうい
う分野で CLT の良さが活きると思った。（MAM） 

 
Q.18） CLT が採用されるための課題を率直にお聞かせください。 

用途開発と、各用途に見合ったコストになるかどうか。国産材を用いた CLT の
物件が増えてくれば積極的に買いたいとは思っている。（MAM） 

 
【補助・支援制度についての設問】 
Q.19） 林野庁が国産材利用の普及を促すため、補助金事業を設けていますがご存じでしたで

しょうか？また、利用しようと思いますか？ 
AM 会社としては認識していない。環境省でファンド事業に出資して支援する制

度については、検討したが実際は利用していない。（MAM） 
 

Q.20） 政府や与党が CLT の利用を促進するために、議員連盟を設置したり、政策支援を手
厚く行っています。政府や政党の取り組みによって、CLTを使おうという判断材料に
なりますか？ 

具体的な支援内容が出てくれば、パートナー会社に情報提供していきたいとは思
っている。（MAM） 

 
Q.21） 政府は CLT を起爆剤として木材利用を促進させようとしていますが、他の木質建材

に比べて政策支援が多く準備されていることをご存じですか？ 
・各方面で CLT という言葉は良く聞くが、AM 会社としてはあまり存じ上げない。 
（MAM） 



116 
 

⇒政策が伝わっていないのがもったいない印象。補助金や CLT 利用による PR ま 
でしてくれる。インストールできればより良い事業になっていくと思った。また、 
林野庁の方で企業との連携協定を結ぼうとしており様々な政策支援を用意して 
いる。情報共有していけると良い。（小林） 

⇒三栄建築設計の方で林野庁とは話はしており、協定の話は出て来ている状況。 
（MAM） 
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５－３ 一般社団法人日本木造分譲住宅協会 ヒアリング結果 
 一般社団法人日本木造分譲住宅協会は木造住宅の発展に向け、国産材の安定コストと安定供
給のための流通モデルの構築等にも取り組まれている。以下にヒアリングの結果を示す。 
 
Q.1） 一般社団法人日本木造分譲住宅協会（以下、木分協）を設立された背景や目的についてご

教示ください。 
・2021年 4月設立。ウッド・ショックと時期が重なるが、因果関係はなく、ウッド・ 
ショックの半年～1 年前から計画していた。（木分協） 

・（株）三栄建築設計、（株）オープンハウス、ケーアイスター不動産（株）の競合 3 者 
が共同で設立。 
建売は品質が落ちるのではないかというイメージを払拭するため活動をスタートし 
た。施策の一つとして、国産材の利用を推進している。また、個社より影響力が大き 
いということもあり 3社共同で設立した。（木分協） 

・会員は 36社。本来は住宅建築会社に入会していただきたいと考えているが、その他 
の会社にも入会いただいている。昨年、ウッド・ショックの影響で国産木材が供給で 
きない状況があり、入会をお待ちいただく会社もあった。最近では京都などの会社 
も入会していただいている状況。（木分協） 

 
Q.2） 木分協の現在の活動状況、木分協への関心あるいは他団体との競合の有無についてお聞

かせください。 
・活動としては、木を使った分を原木に換算し、伐採面積相当の苗木本数として寄付 
を行う活動を行っている。また、林業の人材不足に対応するため、人材支援や伐採 
会社の設立等も行っている。（木分協） 

・競合は特にいない。建売業界は飯田グループが市場シェアを持っているが、対飯田 
グループとして設立したわけではない。（木分協） 

 
Q.3） 木分協の構成員の内訳・割合をお聞かせください。 

・入会を希望する会社はどのような会社が多いか。（青島） 
⇒国産材を使用したいという会社が多い。また、ウッド・ショックやロシアーウクライ 
ナ戦争、円安等に不安を持っている会社、特に上場企業では SDGsの取り組みを推 
進していきたいという会社が入会される場合が多い。（木分協） 

⇒基本的には住宅会社が入会している状況か。（青島） 
⇒住宅会社の入会は少ないのが実態。住宅会社の入会を増やしたいと思っている。 
（木分協） 
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・国産材については、顧客から人気があるというわけではなく、安定供給の観点で 
メリットが大きいという理解か。（権藤） 

⇒ご理解の通り。エンドユーザーは国産材に興味はなく、国産材のブランディングや 
価値を高めていくことが木分協の役目と認識している。（木分協） 

・国産材を使用した場合のコストの影響を伺いたい。（権藤） 
⇒使用するパーツにより影響は異なる。柱の場合国産材（杉）の方が安くなるが、横架 
材は高くなる。国産材の梁だと強度が担保できないため。3 階建ての強度を担保する 
材が国産材に無い状況。（木分協） 

 
Q.4） 中大規模木造への関心が高まっている中で、分譲住宅として木分協内での中大規模木造

の位置付けがあれば、ご教授ください。 
・住宅関連の建物は積極的に取り組んでいるが、中大規模木造、非住宅には取り組め 
ていない状況。将来的には挑戦していきたい。（木分協） 

⇒戸建て住宅と集合住宅の重みづけはあるか。それぞれの割合はどの程度か。（青島） 
⇒重み付けは行っていないが、住戸数の割合は圧倒的に戸建てが多い。集合住宅は恐 
らく 10％以下。（木分協） 

 
Q.5） 国内の地域ごとに、活動や木造投資への関心や普及の違いがあれば、ご教授ください。ま

た、都市部とそれ以外の違いはありますでしょうか。 
・現状は建築戸数の多い都市部の活動が多く、会員も都市部が中心。京都のエルハウ 
ジング等、地方でも入会いただいている会社はあるが、木分協の活動としては首都 
圏が中心。（木分協） 

⇒北九州や大阪の方でも活動が活発になり始めていると思っていたがどうか。（青島） 
⇒北九州の市立大学の先生は（株）三栄建築設計のつながりで入会いただいている。 
それ以外は、首都圏が中心。（木分協） 

 
Q.6） 木造の住宅を面的に供給する上で、ボトルネックになっている分野（材料供給、加工、施

工、市場など）があれば、ご教授ください。 
・CLTに関しては、加工会社が少ない印象を受けている。（木分協） 
⇒需要は十分にあるが、サプライチェーンが追いついていない認識か。（青島） 
⇒その通り。（木分協） 
・一般材に関しては、サプライチェーンの構築は出来ているという印象を受けている。 
ただし、全てを国産材でつくるとなると供給が足りていないと思うので、その点は 
課題と感じている。また、施工する人（大工等も含む）も不足していると感じてい 
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る。省施工化ができる仕組みを使っていく必要はあると思う。（木分協） 
⇒省施工化の取り組みとして木分協が取り組んでいることはあるか。（青島） 
⇒特にない。今後準備していきたいと考えている。（木分協） 

 
Q.7） 国産材の新流通モデルの構築に取り組まれておりますが、木質材料としての CLT（Cross 

Laminated Timber）はどのように捉えられているかご教示ください。 
・CLTは非住宅で使用されるイメージ。CLTを住宅でどのように使用できるのか把握 
できていない状況。（木分協） 

⇒三菱地所の MEC Industry では、CLT をユニット化し、低価格で供給を行っている 
が情報はお持ちか。（小林） 

⇒講演会にて話を伺ったことはあり、興味がある。また、九州の SAI GROUP から CLT 
のユニットを使った提案をしたいと連絡をいただいており、話を伺う予定。（木分協） 

 
Q.8） CLT が採用されるための課題を率直にお聞かせください。 

・価格面が課題と感じている。ヨーロッパ程度の価格帯になると採用しやすいと考え 
ている。以前、（株）三栄建築設計にて CLT を用いた場合の試算を行い、高いとい 
う判断となった。この程度まで価格が下がればよいという具体的な検討はできてい 
ない。（木分協） 

⇒事業全体での価格比較を考えられると良いと思うが、そこまでは検討されていない 
か。（青島） 

⇒そこまではまだ検討していない。（木分協） 
・CLTにおける設計資料は足りているか、設計者としての感触を聞かせていただきた 
い。（小林） 

⇒設計担当の話では、十分足りていると聞いている。（木分協） 
⇒100 ㎡程度の建物のモデル図面等を参考として閲覧できると、設計のハードルがさ 
らに下がってくると考えてよいか。（小林） 

⇒そう思う。（木分協） 
・CLTは木が見えるデザインが可能と思うが、消費者に対しての訴求に関して何か 
イメージはお持ちか。（小林） 

⇒特になし。（木分協） 
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５－４ ケネディクス株式会社 ヒアリング結果 
 ケネディクス株式会社は木造の賃貸戸建住宅を投資対象としたファンドの運用に取り組まれ
ている。以下にヒアリングの結果を示す。 
 
【設立経緯・目的についての設問】 
Q.1） 木造賃貸戸建住宅（特に、木質構造の建築物）のアセット・マネジメントに取り組ま

れている背景や目的についてお聞かせください。 
・ケネディクスでは、アセット・マネジメント事業における新領域の取組みとして、 

2021年に一都三県に所在する賃貸戸建住宅を投資対象としたファンドの取組み 
を開始しました。本プロジェクトの具体的な検討を始めた 2020 年当時、新型コ 
ロナウイルス感染症拡大に伴い、働き方や住まい方についての価値観が、かつて 
ないほど見直されていました。職住近接に縛られずリモートワークを活用し、よ 
り広く、部屋数も多い住宅でゆとりをもって暮らすといった新しい価値観は、ウ 
ィズコロナ/アフターコロナにおいても続いていくものと考えられ、子育て世帯 
はもとより、リモートワークが定着した DINKSや、単身者のルームシェア等、 
幅広い層からの潜在的需要が期待されました。（KDX） 

・また、米国の住宅市場をみますと、賃貸戸建住宅専業の上場 REITが複数存在し 
ておりました。米国というと広い戸建住宅をイメージされる方も多いかと思いま 
すが、賃貸戸建住宅の高い個人所有率や部屋数の多い賃貸住宅の不足といった面 
においては日米市場に大きな違いは見られません。一方、大きく異なる点として 
は賃貸住宅市場における賃貸戸建住宅のシェアや機関投資家の投資状況があり 
ました。これは日本における戸建の賃貸・投資市場が整備されていないことに起 
因するものと思います。（KDX） 

・現在の一都三県の賃貸住宅ストックにおいて、床面積が 70 ㎡以上の賃貸住宅の 
割合は 11.9％を占めるに過ぎず、年間の新規供給に占める 71 ㎡以上の賃貸住宅 
の割合に至っては全体の約 5.2％に留まっており、賃貸住宅市場においては単身 
者向けの新規供給が大多数を占めています。子育て世帯やよりゆとりのある住ま 
いを求める潜在的需要層にとって、理想的な部屋数と広さが確保された賃貸住宅 
を現在の賃貸住宅市場で見つけることは容易ではなく、日本においても賃貸戸建 
住宅への潜在的なニーズは相応に見込まれるものと考えました。（KDX） 

・当社は、ファンドの資金力を通じて賃貸戸建住宅を数多く供給していくことで、 
賃貸戸建住宅のポテンシャルを最大限に引き出し、新たな賃貸住宅市場を切り拓 
いていくことにより、ファンドの投資家のみならず、子育て世帯を始めとする、 
よりゆとりのある住まいを求める未充足ニーズを発掘し、「日本の住宅市場にマ 
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ンション賃貸・購入、戸建購入だけではない第 4の選択肢」を提供していきたい 
と考えました。（KDX） 

・賃貸住宅市場において単身者向けワンルームがほとんどを占めていますが、コロ 
ナ禍でワンルームだと仕事がしづらいという声や、退去後、入居者がなかなか現 
れないという状況もあります。アメリカのマーケット状況を踏まえ、広い賃貸住 
宅に着目しました。また、飯田GH から戸建て住宅でできないかという声掛けが 
あり、賃貸戸建て住宅ファンドの取り組みをスタートしました。（KDX） 

⇒カーボンニュートラルの文脈で木造戸建てに着目されたわけではなく、広い賃貸 
住宅という観点で取り組みをスタートしたということでしょうか。（YP） 

⇒広い賃貸住宅を世に供給する観点でスタートしておりますが、カーボンニュート 
ラルや SDGsの観点は投資家も注目しており、重要な観点と認識しています。 
本ファンドは投資対象が全て木造物件ということもあり、広い賃貸住宅が不足し 
ているという社会的な問題と、脱炭素という重要な環境課題解決に資する取組み 
と考えています。（KDX） 

 
【賃貸戸建て及び木によるメリット・課題についての設問】 
Q.2） 賃貸戸建住宅をアセット対象とすることについて、メリットとして感じていることが

あればご教示ください。 
・広い家を借りて住むことができない現状があるということは、広い賃貸住宅を必 
要としていて困っている人達がいる。「Kolet」は、賃貸戸建住宅という新たな市 
場をつくり、それを求めている方のニーズにしっかりと応えていくという、社会 
的意義のあるプロジェクトだと思っています。また、当該未充足ニーズは相応の 
潜在的需要量があると見ており、成長可能性のある市場に先駆者として取り組む 
ことにメリットがあると考えています。加えて、当社としても新規アセットタイ 
プへの投資機会の獲得により、投資家や金融機関の皆様へ社会的意義のあるプロ 
ジェクトへの参加機会を提供することができ、中長期的にケネディクスグループ 
の AUM（Asset under management＝運用資産残高（ファンドの規模））増加に寄 
与していくものと考えています。（KDX） 

・エンドユーザーとしては、広さと部屋数があることがメリットとなります。 
RC は、ここ数年で建設費が増化傾向であり、広い住宅の場合、高い賃料を求め 
ないと収支が合わない状況。一方、戸建ての場合はそれ程価格が上がっていない 
状況です。安い原価で広いスペースを供給できる点でメリットがあると認識して 
います。（KDX） 
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Q.3） 賃貸戸建住宅をアセット対象とすることについて、課題として感じていることがあれ

ばご教示ください。 
・まだまだ新しいアセットクラスであり、トラック・レコードも乏しい為、投融資 
家からの資金調達が容易ではない点。また、マンションと異なり、中古戸建の価 
値保全、流通市場が未整備であり、築年が経過した戸建の建物価値が見込まれな 
い＝投資用不動産としての流動性についてネガティブな見方が大半を占めてい 
る点。（KDX） 

・木造に対する不信感はファイナンスの世界ではまだ根強く、耐久性、賃料維持（建 
物価値の保持）が課題です。（KDX） 

 
Q.4） 原則、アセット対象物件は 2~3 階建ての「木造建築物」とのことですが、他の構造（RC

造や S造）と比較して、木質構造の物件を扱うメリットをご教示ください。 
・2021年 10月に日本政府が発表した地球温暖化対策計画によると、2030年度の全 
体の温室効果ガス排出量を 2013 年度比で 46%減らし、その内、家庭部門でのエ 
ネルギー起源 CO2削減目標は 66%とする数値が定められました。それらの流れ 
を受け、不動産業界では「省エネ住宅」やネット・ゼロ・エネルギー・ハウスの 
略語である「ZEH（ゼッチ）住宅」の普及拡大等を積極的に推進しています。（KDX） 

・また、2～3 階建ての木造住宅 1棟を建築する際の二酸化炭素排出量は、鉄⾻造、 
鉄筋コンクリート造と比較すると約 40%以上も少なくなる一方で、日本の賃貸住 
宅の約 76.9%は非木造となっています。（KDX） 

・ケネディクスでは、「Kolet」の提供によりサステナブルな木造賃貸住宅の供給と 
市場拡大に取組み脱炭素社会の実現へ貢献するとともに、全戸に実質再生可能エ 
ネルギー100%電力を導入することで、サステナブルな社会の実現にも取り組ん 
でいます。（KDX） 

・また、広い賃貸住宅を世に供給しようとする場合、RCの建設コストベースでは 
獲得出来得る賃料に対して収益率が極めて低くなる為、投資事業としての取組み 
が困難です。広い賃貸住宅を供給する為に、必要なスペースを求められるコスト 
で創出しようとした際に、現状の選択肢としては木造がベストな選択肢でもあり 
ました。（KDX） 

・その他ケネディクスグループとして、SDGs、ESG に配慮した商品を増やしてい 
きたいと考えているので、木造の賃貸住宅を増やせることはその点にも寄与する 
と思います。（KDX） 

⇒投資家などから、SDGs、ESG の文脈での問い合わせは多いでしょうか。（YP） 
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⇒そうした配慮がなされている銘柄に先行して投資をしたいという声はあります 
が、配慮されていないとお金が集まらないという状態までには至っていないのが 
現状。現在、大部分は自己資金であり、外部の投資家の資金を頂くのは次のフェ 
ーズだと思います。実績もない中ではありますが、これほど配慮されている商品 
はなかなかないというポジティブな意見は頂いています。（KDX） 

・戸建てではなく、集合住宅の方が木造の商品が作りやすいという話はありますで 
 しょうか。（青島） 
⇒そのような取り組みを始めているデベロッパーもいますが、1R マンションの場 
合でも RC で採算が合うので、耐久性、不燃性の高い RCが先行するマーケット 
なのかなと思います。今後、投資家や銀行から高い評価を受けたり、入居者から 
も同等のスペースと居住性があれば木造・RCどちらでも良い、低廉で長期耐久 
性が遜色ないということであれば、供給側は間違いなく木造を選択すると思われ 
ます。（KDX） 

⇒そうした流れは既に起こっているのか、まだ先の事なのかどちらでしょうか。 
（青島） 

⇒投資対象になるものはある程度の規模が求められるので、都心の容積率が高いエ 
リアに集中する傾向があります。高層建物の場合は、木造で全て建てるのは難し 
く、どうしても混構造となりコストUP に繋がってしまっています。コストとフ 
ァイナンスの観点で成立しないと広まらないので、広まるには時間がかかると思 
います。一方で、広い賃貸住宅という観点では、RCで供給できておらず、木造し 
か選択肢がない状況なので、都心部の木造高層建物より普及は早いと思っていま 
す。（KDX） 

 
Q.5） 他の構造（RC 造や S 造）と比較して、木質構造の物件を扱うに際して、課題と感じ

ていることがあればご教示ください。 
・課題＝ファイナンス、流動性。建物の長期耐久性、流通性にネガティブな見方が 
根強いこと。前者は築年が建っても適切に維持・管理された物件は、価値が下が 
らないことをより証明していく必要があると思いますし、バリュー＝流通性につ 
いては、当社の取組みを通じて、賃貸戸建投資がより一般化し、中古の戸建でも 
賃貸用不動産として積算価格よりも価値があることを示すことが出来ればと考 
えています。（KDX） 

・近年では、長期優良住宅制度、住宅性能表示制度等が整備され、良質な品質の住 
宅供給が促進されており、木造専用住宅の平均寿命も延びています。このような 
優良な木造住宅に対して、ファンド運用を通じた中長期的な目線での修繕計画等 
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を実施することで、予防保全的な建物価値の維持、戸建本来の長期耐久性を実現 
し、日本の戸建住宅のサスティナビリティ向上に寄与していきます。（KDX） 

 
Q.6） 木質構造の減価償却耐用年数は、アセット・マネジメント上どのように影響している

かお聞かせください。 
・投資家に対する配当利回りに影響します。従って、物件取得基準利回りに影響し 
ています。（KDX） 

・投資家に減価償却後の利回りを示す際、特に償却後の利回りを重視する方には、 
ダイレクトに影響してくるので重要なポイントです。どういう利回り感で物件に 
投資するかも、ここから逆算して計算することになります。また、税制上と実際 
の減価償却耐用年数はマッチしていない状況のため、エンジニアリング・レポー 
ト（以下、’ER’）において物理的な耐用年数を検証頂くことで、木造であっても 
十分持つということを示しています。ファンド運営上は ER をもとに事業計画を 
たてており、長期修繕計画も計画に盛り込み運用しています。（KDX） 

・耐用年数は具体的に何年程度でしょうか。（YP） 
⇒ER による数字の公表はできませんが、国交省が出している住宅性能表示制度の 
劣化対策等級 2 の想定年数の前後と考えていただけると良いと思います。なお、 
本ファンドで投資する物件については、劣化対策等級の最高等級 3を積極的に取 
得することとしています。（KDX） 

 
Q.7） 木造住宅等への投資物件を整備する場合、隠れてしまう柱や梁など構造材のみで木を

使うのか、目に見えるかたちで仕上げ材料として木をつかうのがよいのかいずれでし
ょうか。 

オフィスビル等とは異なりますので、構造上全て木材でも特段支障はなく、弊社
プロジェクトでは基本全て木材となっております。ハイブリッドの方が耐用年数、
費用対効果が見込まれればハイブリッドも検討する可能性はあるかと思います。
（KDX） 

 
Q.8） 国産木材であること、もしくは木の産地を明示することにビジネス上の意義、付加価

値はあると思われますか。 
・あるとは思いますが、現時点ではまだ本市場が金融商品として一般化しておりま 
せんので、今後の投融資家の声を注視する予定です。（KDX） 

・現状、取り組みを評価いただいているが、積極的に投融資を得られるまでには 
至っていません。今後、材料の輸送等も含め、脱炭素の取り組みはあった方が 
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良いとは考えています。（KDX） 
 

Q.9） 木質構造の物件を扱うことについて、金融機関や投資家からはどのような評価を受け
ていますか。 
・上述の通り、まだまだ新しいアセットクラスであり、トラック・レコードも乏し 
い為、投融資家からの資金調達も容易ではありませんが、サステナブルな社会の 
実現に向けて当社と同じような問題意識を持った方々からの支持を頂けており、 
本ファンド事業のファイナンス面でサポートを頂くことが出来ています。（KDX） 

・2022 年 2月までに取得した Kolet の平均稼働率は 98.2%に達し、稼働率・賃料 
ともに当初想定を上回る水準で推移しています。このように好調なトラック・レ 
コードも積みあがってきておりますので、このような実績をもとに賃貸戸建てに 
対する理解を深めていただくとともに、ファンドとしての商品性等も工夫してい 
くことで、中長期的にはより多くの金融機関や投資家の皆様にもご参加いただき 
たいと考えています。（KDX） 

・金融機関等で木造への融資をするために、どう社内や組織内のルールを変えてい 
くか、ご検討いただいている状況です。（KDX） 

⇒物件数が増えていけば、金融機関等の社内で説明が付くようになっていくでしょ 
うか。（YP） 

⇒投資基準として木造戸建てに融資するというマニュアルがないので、まずはそこ 
を変えていく必要があると思います。また、物件が分散しているためすべては確 
認できない中でどうルール化して審査していくか等は問題として出てきます。 
まとめると、①投融資の観点からは対策が必要だが、②脱炭素の観点からは、非 
常に良しという評価、③実態としては耐久性の面で調査会社に依頼し、木造でも 
長く持つということをお示ししているが、実績が伴わないということから金融機 
関側も頭を悩ませているという状況です。（KDX） 

⇒金融機関の悩みを解消するにはどういったことが必要でしょうか。（YP） 
⇒ER にて物理的な耐用年数は十分にあるということは触れていただいているが、 
より精緻な調査を依頼しており、予防保全に取り組めば、木造戸建てでも長期で 
使っていけるということを示して、公開して行こうと思っています。可能であれ 
ば、公的機関からも木造は持つという研究結果やデータの公開がいただけると良 
いと思います。データや情報が広く公表され、木造でも十分な耐久性があるとい 
うことが世の中に示されるとやりやすいと思います。（KDX） 
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【投資対象・判断基準についての設問】 
Q.10） 対象としている物件の規模や用途（賃貸戸建住宅以外にあれば）と、その割合をお聞

かせください。 
・Kolet は、原則として一都三県の 2～3 階建て、LDK 以外に 3部屋以上完備のゆ 
とりある間取りを持つ戸建住宅を対象としています。面積としては最低 70 ㎡を 
バーとしていますが、投資済物件の平均は 90 ㎡程度となっております。（KDX） 

・ファミリー層にインターネット調査を実施し、70 ㎡以上、3 部屋程度あれば良い 
という声を基に基準設定。大手ハウスメーカーから購入しており、平均を取ると 
3L~4L で 90 ㎡程度となります。（KDX） 

 
Q.11） 木造・木質構造の建築物のアセット・マネジメントを行う上でどのような情報が必要

でしょうか。投資判断をする際の基準があればご教示ください。 
・上述の通り、長期優良住宅制度、住宅性能表示制度等が整備され、良質な品質の 
住宅供給が促進されており、木造専用住宅の平均寿命も延びています。このよう 
な木造住宅の信頼性について客観的に評価できる尺度、データ、実績があれば投 
資判断においても有用であると考えています。（KDX） 

・大手で品質がしっかりしている、与信的にも長期的にしっかりとアフターサービ 
スに対応いただけるところに限定しています。外部的な認証、特に劣化対策等級 
3 を投資基準としています。劣化対策等級 3 を標準としている会社もあれば、標 
準でないため等級 3 を取得するよう、当社向けの仕様設定をお願いしている先も 
あります。（KDX） 

 
Q.12） 木造で住宅等を建てる場合、製材や集成材、CLTなどいくつかある木質建材から、ど

のような判断材料で建材を選定しているかお聞かせください。 
・こちらは供給元の判断になりますが、コストとの兼ね合いが一番大きなポイント 
です。（KDX） 

・現状 CLTを建材として使用している物件はありませんが集成材はあります。コ 
ストと耐久性や品質のバランスが重要だと思うので、CLT がコストは他の建材 
と変わらずに品質が良いのであれば採用していきたいと思います。（KDX） 

・CLTに対してどのようなイメージをお持ちでしょうか。（YP） 
⇒詳しくはないが、デべロッパー各社が他構造とのハイブリットで採用されている 
ケースが出てきていると感じています。耐用年数、長期耐久性の面で通常の木造 
よりはアピールできるのだろうというイメージは持っています。（KDX） 
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Q.13） 木造の住宅では、安く建てて安く貸す薄利多売がよいのか、コストをかけ高級感を持
たせて高く貸し、利益率を高めるのがよいのかいずれでしょうか。この度のファンド
はどちらでしょうか。 
・長期運用を行うファンドであることから、当然安かろう、悪かろうを目指しては 
おりません。一方で、消費者の方々が支払い可能な賃料水準で物件供給を増やし 
ていきたいと考えており、木造の高級感を訴求ポイントとしているわけでもない 
ことから、構造や仕上げで木造ならではの高級感を出すといったことも現時点で 
は特段行っておりません。コストと長期耐久性、性能のバランスが取れた仕様を 
前提としています。（KDX） 

・賃貸戸建住宅がなくて困っている人たちが住めるということが重要。需要者が払 
える賃料であっても、安かろう、悪かろうはNG、過剰に高級にするというもの 
でもありません。高級路線で取り組んでいるような都心分譲住宅の価格設定だと 
採算性の観点からは賃料 60~万円/月以上にもなるような価格水準となってしま 
うため、消費者層が限定され、求めている方々に供給が行き届かない為、需要と 
供給のバランスを取ることが物件数を増やす上で大事だと思います。（KDX） 

⇒木造の集合住宅の供給量は少ないと思うが、ボトルネックはどこにあるとお考え 
でしょうか。（青島） 

⇒集合住宅の場合、単身用の賃貸物件であれば RC でもデベロッパー側の採算性が 
合うため、供給量も多く、木造と RC造だとエンドユーザーは木造の信頼性が低 
く RC 造を選ばれると思います。また、広い住宅の場合、賃貸住宅だとデベロッ 
パーの採算性が合わないため、分譲が主体となりますが、この場合は容積も高層 
で消化できる RCで採算性が見合っている為、消費者マインドやファイナンスの 
容易さから、デベロッパーは RCで建築しています。金融機関や投資家、消費者 
の方々の木造に対する長期耐久性の考え方が変わっていけば可能性が出てくる 
と思います。（KDX） 

 
Q.14） 投資用の住宅を整備する場合、工事時の CO2排出量の多寡や ZEH 仕様などが必要だ

と思われますか？ 
・ZEH という基準に関わらず、脱炭素、環境面に配慮された不動産の建設・運営は 
重要であり、必要と考えております。但し、これは供給者側の一方的な自己満足 
であってはならないため、ファイナンスを提供する投融資家、実際に不動産を購 
入、賃借、利用する方々等全てのステーク・ホルダーのベクトルに沿ったもので 
なくてはならないと考えています。例えば、コストをかけて ZEH 化することに 
よってコストが過剰になってしまい、結果として消費者にその費用が転嫁される 
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ようなことになった時に果たして消費者の方は満足なのか。ZEHにすることで建 
設コストは上がってもファイナンスコストが大幅に下がり、コストが下がり、結 
果消費者の方により安くスペースを供給できるのか。不動産は利用する人がいて 
初めて価値のあるものですので、利用者の方々の考えを置き去りにすることな 
く、脱炭素等の貢献を出来る方策を考えながら本事業に取り組んでいます（Kolet 
事業では、再エネ電力の導入、スマート宅配 BOXによる再配達問題の解消、EV 
コンセントの標準装備等といった取組みをしています）。（KDX） 

 
Q.15） 木材を利用する場合、合法性証明を求められることがありますが、投資の観点から必

要な手続きだと考えますか？さらに森林認証制度（FSC など）の取得は考えています
か？ 
・現状ではいずれも特段考えておりません。（KDX） 
・賃貸戸建住宅のマーケットが大きくなって世界中の投資家が投資するという状況 
になれば必要になってくると思います。違法な建材を使用している可能性がある 
場合には融資を行わない金融機関が主流になってくると思います。その面では、 
本ファンドは一部上場の大手メーカーに限定して提携していることで信頼性を 
訴えています。（KDX） 

 
Q.16） ブランディングや木材確保のために森林の保有、直接投資を考えたことはあります

か？ 
・特段ございません。（KDX） 
・（株）三栄建築設計や（株）オープンハウスは（一社）日本木造分譲住宅協会を 
設立しており、国産材活用などには取り組まれており、彼らの作った戸建を積極 
的に購入することで間接的に関与している状況です。（KDX） 

 
Q.17） 木質構造の投資対象物件を増やしていくために、どのようなことが必要になりますか。

また、そのために取り組まれていることがあればご教示ください。 
・木造の長期耐久性の周知と耐用年数への反映、投融資家が木造への投資を志向す 
る ESG的なインセンティブ、低コストでの供給が必要。（KDX）  

・分譲戸建住宅の大手メーカーである飯田グループホールディングス（株）（本 
社：東京都武蔵野市、代表取締役社長：兼井雅史）、大手戸建分譲事業者である

（株）オープンハウス（本社：東京都千代 田区、代表取締役社長：荒井正昭）及 
び（株）三栄建築設計（本社：東京都新宿区、代表取締役社長：小池信三）各 
社との協調体制により、賃貸戸建住宅市場の創出、拡大を目指しました。 
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2021年 8 月の第一弾の取組みから、継続して物件供給をいただくことでファン 
ドの安定的な成長を図ることができています。この取組みにより、取引ボリュー 
ムを大型化することによって、物件取得時のコストをディスカウントし、投資採 
算性を確保することが出来ています。このように、投資対象物件を増やしていく 
ためには、当社の望む水準の戸建住宅を安定供給いただける先が重要です。 
（KDX） 

・未充足の需要が大量にあり、求められていると思うのでなるべく広げていきたい 
と思っています。特に、金融機関の理解を高めていくことが重要と考えています。 
また、上場不動産投資信託で木造を組み入れする際の基準、ルール等が設定、整 
備されると、より拡大されていくと思います。（KDX） 

 
【CLTについての設問】 
Q.18） 木質構造の投資対象物件として、CLT（Cross Laminated Timber）の建築物はどのよ

うに捉えられているかご教示ください。 
・CLT は近年では中高層ビルにも多く使用されるなど、これまで耐久性等の面で他 
構造に劣るとみられていた木造のデメリット面を解決できるものと考えており 
ます。（KDX） 

・当社の取り組む賃貸戸建の場合は、大手戸建分譲事業者３社との協調体制により 
物件取得を行っており各社の方針等もありますが、CLT の耐久性等のメリットと 
コスト感のバランスによっては、中長期的に CLT戸建の取得ということも考え 
られるのかもしれません。（KDX） 

・ハウスメーカーが建設したモノを購入する立場ですが、長期耐久性、費用対効果 
が CLTの方が見込まれるのであれば、積極的に導入していきたいと思います。 
間接的にそれをサポートして行く立場となります。（KDX） 

 
Q.19） 住宅の設計を依頼する設計事務所や工務店はＣＬＴをご存じだったでしょうか。CLT

利用に対して前向きか、後ろ向きかいずれでしょうか。 
提携先はいずれも大手ですので当然 CLT についての知識もあるかと思います。

ただし、CLT利用については各社の判断であり、特に Kolet においてはコスト感を
重視している顧客であることから、現状 CLT 物件を提案いただくといったことは
ございません。（KDX） 

 
Q.20） CLT が採用されるための課題を率直にお聞かせください。 

CLT は近年活用のための法整備が進んでいると思いますが、設計現場から距離の
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ある立場としては、どのようなメリットがあるのか、コスト感はどのくらいかとい
ったことについてまだまだ不勉強で、こちらから敢えて CLT の採用を促したいと
いった状況にはありません。（イメージとしては、CLT の材料強度面について法整
備されたことから中高層ビルへの活用が進んでいるものの、戸建てに採用するメリ
ットがまだよくわかっていない（防火性？耐久性？））。また、上述の通り、現在木
造戸建を選択しているのは費用対効果の部分も大きい為、コストがネックになるの
ではと考えています。長期耐久性も課題である中で、より強度の高い CLT が一般
的なハウスメーカーのコスト感に収まってくれば選択肢としては優位に立つと思
います。（KDX） 

 
【補助・支援制度についての設問】 
Q.21） 林野庁が国産材利用の普及を促すため、補助金事業を設けていますがご存じでしたで

しょうか？また、利用しようと思いますか？ 
存じ上げませんでした。我々はハウスメーカーが国産材で建てた物件を購入する

立場にとどまりますので、補助金はハウスメーカー側が享受するものかと思いま
す。ZEH やサスティナビリティ系のイニシアティブは、ハウスメーカーや、分譲住
宅を購入する個人にインセンティブが設定されており、当社のような、賃貸運営で
木造住宅の長期的な価値のポテンシャルを実現したり、脱炭素に貢献するプレイヤ
ーが採用できるものがほとんどないように思います。戸建の賃貸市場が確立され、
収益不動産投資としての流動性が高まれば、木材や脱炭素、中古戸建の流通市場の
発展（＝長く価値を保つインセンティブ＝サスティナビリティ）等にも大きく貢献
することから、是非賃貸運営事業者へのインセンティブも導入されたらありがたい
と考えています。（KDX） 

 
Q.22） 政府や与党が CLT の利用を促進するために、議員連盟を設置したり、政策支援を手

厚く行っています。政府や政党の取り組みによって、CLTを使おうという判断材料に
なりますか？ 
存じ上げませんでした。こちらもコスト次第となります。（KDX） 

 
Q.23） 政府は CLT を起爆剤として木材利用を促進させようとしていますが、他の木質建材

に比べて政策支援が多く準備されていることをご存じですか？ 
存じ上げませんでした。（KDX） 
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【その他の設問】 
Q.24） アセット・マネジメントを行う際の管理手間や入居率のばらつきが問題になりそうだ

が、それを上回る需要があるのか。（権藤） 
足元ではワンルームマンションよりもリースアップは早い状況であり、消費者の

支持をいただいています。管理面は分散立地なので、オペレーションの効率化を図
っており、DX にも取り組んでいます。最近は同じ駅に立地する物件も増えてきて
おり、群管理の効率性も徐々にですが向上してきています。（KDX） 

 
Q.25） 海外から見た場合地震の問題など、課題がありそう。海外から見て日本の木造住宅は

どのようにみられていると思っているか。（権藤） 
海外の人はあまり気にせず、メイドインジャパンなのになぜ木造の耐久性に不信

感があるのかという感覚を持っていると思います。投資家としてはポジティブであ
り、ファンド化する時は声をかけて欲しいという声もあります。（KDX） 

 
Q.26） 法的耐用年数と実際とのギャップがあるということが問題だと思うが、ギャップを埋

めるにはどういった取り組みが必要か。（青島） 
日本の文献として木造の耐久性に関しては、日本建築学会の「建築物の耐久計画

に関する考え方」一つしか見ていない状況があり、アップデートされていないのが
課題。法定耐用年数 22 年が 50 年になるということを求めているわけではなく、
「木造はしっかり管理されれば 50 年持つ」という考え方になると良いと思ってい
ます。（KDX） 
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第６章 まとめと今後の展望 
６－１ 今年度事業のまとめ 
① 昨年度のパンフレット解説会及びワークショップ 
 2022 年 11 月 18 日に開催した「サスティナビリティ経営のための CLT 活用ハンドブック」
解説会及び「Wood City Swedenの取り組み」ワークショップでは、参加者である CLTで地方
創生を実現する首長連合に対してアンケートを実施した。その結果、パンフレット解説の内容
に関して、9 割以上の方が実際に CLT等の木質材料の利用促進を図る上で役立つと捉えている
ことや実務上パンフレットの内容で不足している情報・データを抽出することが出来た。また、
ワークショップでの Wood City Sweden の取り組み紹介を受けて、9 割の方が日本における木
造建築の発展と CLT 等木質材料利用促進の参考になったと回答しており、回答者の全員が日
本国内においてWood City Sweden同様のコミュニティを形成することに意義を感じているこ
と等がわかった。 
 
② WEB サイトの開設 
 CLT 採用による事業性検討に必要な情報を発信するための基盤を整備することができた。
また、CLT の解説動画やパンフレットのダウンロードページなど、CLT に関する各種コンテ
ンツを充実させることで、意思決定者等の関心を引き出し、情報に容易にアクセスできる環境
を整えた。さらに、WEBサイトの Facebook 広告の配信も実施し、情報の効果的な普及に努め
た。以下に、各種取り組みの成果をまとめる。 
 
■WEBサイトの閲覧状況 
【集計期間】：2022 年 11 月 16 日～2023 年 2月 12 日 
【閲覧数】：4,094 回 
■「CLT 解説動画（4 分でわかる！なぜ今、CLT！？）」動画の閲覧状況 
【集計期間】：2022 年 11 月 16 日～2023 年 2月 12 日 
【再生回数】：97 回 
■「Wood City Sweden(Trästad Sverige)の取り組み」 動画の閲覧状況 
【集計期間】：2023 年 2月 26 日～2023 年 2 月 12 日 
 ※「Wood City Swedenの取り組み」ワークショップ開催後のWEB サイト更新日より再生回

数の計測を開始したため、集計期間が異なる 
①プレゼンテーション動画 
【再生回数】：19 回 
②インタビュー動画 
【再生回数】：26 回 
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③ディスカッション動画 
【再生回数】：24 回 

■パンフレット及びパンフレット要約版のダウンロード数 
【集計期間】：2022 年 11 月 16 日～2023 年 2月 12 日 
【ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ数】：124 回 
【ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ要約版ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ数】：PDF 版 68 回、PowerPoint 版 44回 
■WEBサイトの広告閲覧状況 
【配信期間】：2022 年 12月 5日～2023 年 1月 7日 
【総表示回数】：429,177回  【平均表示回数】：12,623回/日 
【総クリック数】：550 回   【平均クリック数】：16.2回/日 
【クリック率】：0.13%（総クリック数/総表示回数） 
 
③ 木造・木質構造の建築物を対象とした新しいビジネス領域の普及に関わる先進事例の調査 
 木造・木質構造の建築物をアセット対象とするアセット・マネジメント会社である、メルデ
ィア・アセットマネジメント株式会社及びケネディクス株式会社へのヒアリングの結果、いず
れも投融資家からはカーボンニュートラルや SDGs、ESGの観点からは評価を得ているものの、
木造に対する耐久性や耐震性、建物価値の保持等に対するネガティブな印象が根強くあり、資
金調達が容易でない点が課題として挙げられた。特に、税法上と実際の減価償却耐用年数には
乖離があるため、木造であっても十分な経済的耐久性を有することを示すために、評価機関の
エンジニアリング・レポート（ER）に RC 造並みの経済的耐用年数を達成できることが明示さ
れるよう腐心をした結果、その旨が記載された ER が複数の評価機関から発行されている。 
 両社とも CLT の活用について関心はあるものの、これまでの投資対象が低層住宅であった
ことから CLT のメリットがどれくらい発揮できるか否か、特にコスト面が課題であるという
認識であった。 
 一般社団法人日本木造分譲住宅協会へのヒアリングの結果、同協会では、国産材の新たな流
通モデル構築のほか、林業の人材不足への対応のための人事支援及び素材生産会社の設立、苗
木の寄付活動等の多岐にわたる活動を行っており、建築戸数の多い首都圏を中心に 36 社が会
員となっており、国産材の推進を考える企業や円安の状況等の情勢から不安を抱えている企業
などから多くの入会希望が集まっていることがわかった。特に CLTに関しては、需要は十分に
あるものの木材加工会社や施工者の不足等、サプライチェーンが十分に整備されていないこと
や価格面等に課題を感じていることがわかった。 
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６－２ 今後の課題 
① 木質化への支援体制の発展強化 
 スウェーデンの民間企業や行政などの関係者の横の連携を担う組織である「Wood City 
Sweden」と「CLT で地方創生を実現する首長連合」のワークショップを開催した。参加者へ
のアンケートの結果、民間や行政等の関係者を横断して情報連携や施策の検討を行う組織を評
価する声が多くあった。CLT の情報提供に関する仕組みを構築し、木質化への支援体制の発展
強化に向けて、日本国内で同様の取り組みを検討することには意義があることが分かった。 
 今後の課題として、日本で同様の取り組みを行う際に必要なプレイヤーやリソース、必要資
金の洗い出しと役割の整理を行い、日本版「Wood City Sweden」の実装に向けて誰がどういっ
たアクションを取っていくべきかを明確にしていく必要がある。 
 
② CLT 建築物の事業性向上に寄与する情報の蓄積、周知 
 昨年度のパンフレットの内容については、役に立つと評価する割合がアンケート回答者の
90%をしめていた。一方で、情報が不足していると回答のあった中には、コストを超える事業
上の優位性についての根拠などを求める声があった。CLT建築物の事業性向上に寄与する情報
の蓄積と情報の周知のためのさらなる取り組みも望まれる。 
 
③ 木造・木質構造の建築物を対象とした新しいビジネス領域における CLT の活用 
 木造・木質構造の建物に特化した不動産投資ファンドが、ほぼ同時期に 2 社立ち上がったこ
とは、ある程度予想されていたことではあるものの、画期的なできごとといえる。 
ケネディクスは、戸建て住宅という、これまで不動産投資ファンドの対象にはなっていなか

ったタイプの不動産を投資対象として取り入れており、その際、木造であることに着目されて
いたことは、今後の木材需要にとって意義があることである。現時点では、CLTは活用され
ていないが、今後、CLTを使うことのメリットが活かせるようなデザイン、建築工法の開
発、コスト面の克服といった課題を解決できれば、金融機関が「木造建物」に持つネガティブ
な印象も払拭されていくと思われる。 
また、メルディア AM は、国産材利用を打ち出しつつ、投資対象となる不動産のタイプを

住宅に特定していない点で、CLT を使った非住宅不動産の安定的な出口（売却先）となりう
る。また、新しい業界団体との連携により、製材業や林業まで遡った供給体制の構築を目指し
ている点に、CLT の普及活動がうまく連携できるような動きが期待される。 
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６－３ 来年度以降考えられる取り組み 
 来年度以降考えられる取り組みの一覧表を図表６-1 に示す。CLT の普及に効果的なポイン
トとしては、①複数の普及策を連携させること、②特にオンラインを活用するものについては
継続して実施すること、の２点があげられる。複数年度にまたがる事業計画の検討を行い、効
果が高いと考えられるものから実行していくのが良いと考えられる。 
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図表 6-1 来年度以降考えられる取り組みの一覧表 

 
 

8月 9月 10月 11月 12月 1月・2月

環境

イベント

●9月 ラグビーW杯
（フランス）
●1-4月 国際博覧会
（ブエノスアイレス）

●7-8月 パリ五輪 2025年度4-10月
●日本国際博覧会

日本版「Wood City
Sweden」の実装

民間や行政等の関係者を横断
して情報連携や施策の検討を行
う組織体制の強化

実施を検討 2023年度を踏まえて実
施検討

事例紹介
（テキスト＋写真）

担当者に必要な情報提供が可
能 実施を検討 2023年度を踏まえて実

施検討

CLT協会に蓄積されている事
例から選定する。
新たに調査する場合は別途。

先駆者へのインタビュー
（テキスト＋写真）

担当者に必要な情報提供が可
能 実施を検討 2023年度を踏まえて実

施検討

昨年度のパンフをweb版
（テキスト＋写真） 経営者等向けに発信 ―

対談
（動画配信） 経営者等向けに発信 ―

メールマガジンの配信
登録キャンペーンの実施
（テキスト）

担当者に必要な情報提供
継続する必要あり
メールアドレス入手可能

実施を検討 2023年度を踏まえて実
施検討 CLT協会で実施中

オンラインセミナー
（ライブ配信） 経営者等、担当者向けに発信 実施を検討 2023年度を踏まえて実

施検討 CLT協会でも過去に実施

会場を借りてのシンポジウム 経営者等、担当者向けに発信 実施を検討 2023年度を踏まえて実
施検討

実施・深堀、他事業との
連携を検討

2023年度を踏まえて実
施検討

備考2022年度
2023年度 2024年度

カテゴリ 主なコンテンツ 特長

スケジュール

③木造・木質構造の建築物を対象とした新しいビジ
ネス領域におけるCLTの活用

世の中の動き

　11/6-11/18
●COP27 （エジプト）

　11/21-12/18
●FIFAワールドカップ・カタール

①木質化への支援体制の発展強化

社会資本整備を訴え
る
シンポジウムの開催

webサイトのコンテンツ
更新・情報発信

②CLT建築物の事業性向
上に寄与する情報の蓄積、
周知

ヒアリング

内容検討

対談者選定
内容検討 収録 編集 掲載許可

配信

配信編集

WS
開催
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